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第1章 身体障害者福祉法における障害認定の変遷

1・身体障害者福祉法の改正経過

(1)身体障害者福祉法成立
第二次世界大戦直後、昭和23年のヘレン•ケラー女史訪日などをきっかけとして、身体 

障害者対策について基本法を作成して積極的な展開を図るべきであるという声が高まり、 

厚生省は、身体障害者福祉法制推進委員会を設置した。同委員会では、昭和23年12月17 
日から昭和24年4月末まで、約20回にわたって討議を重ね、次のような観点から身体障 

害者福祉法案が作成された。

① この法律は、保護を基本的な目的とする法ではなく、更生を基本的な目的とする法(以 

下「更生法」)とし、その更生に必要な限度において、特別な保護を行うこととなった。す 

なわち、この法では労働年齢にありながら一定の障害のため十分にその能力を発揮できな 

い者に、必要な補装具を交付し、指導•訓練を行うことにより、身体の欠損部分を補充す 

ることで、「一般健康人に伍して産業戦線に復帰する」という建前がとられた。

② 対象となる障害は、視力障害、聴力障害、言語機能の障害、肢体不自由、中枢神経機能 

障害の5種にとどめ、当時、議論になっていた結核、精神障害については法の施行状況を 

見たうえ、将来逐次これを包含するという方針をとることとなった。なお、ここでいう中 

枢神経機能障害は、現在でいう脳血管障害による肢体不自由に相当する。

③ 対象者の年齢は、18歳未満の者に対しては児童福祉法との競合を避けてこれを除外し、 

また高年齢層の者に対しては、必要に応じ所要の処置を行うこととした。

④ 医療行政、職業補導行政に対して原則として変更を加えることをせず、これら行政主管 

部局との協調を密接にする方途によることとした。

⑤ 行政の主体は、主として都道府県知事に対する国の委任事務という形式で、実際の行政 

事務については、ほとんど都道府県中心に処理すべきものとした。

⑥ 生活に困窮している身体障害者に対する生計費の支給は、この法に規定せず、従来どお 

り生活保護法によることとした。

⑦ 職業開拓については、更生法としての範囲および程度で可能な便宜を供与することとし、 

おおむね労働行政にゆだねることとした。

⑧ 更生資金の支給ないし貸付けについは、この法に規定せず、主として国民金融公庫委託 

で運用されている生業資金貸出制度等の利用を考慮することとなった。

⑨ この法による施設は、各種の指導訓練等を行う施設等を中心にし、重症障害者を永久的 

に収容する施設や単なる住宅提供施設等は含まないこととされた。

このときに、リハビリテーション法としての身体障害者福祉法が性格付けられた。以来、 

身体障害者福祉法は、その性格を堅持し続けている。

(2 )昭和26年改正［第1次改正］

「生活保護法」「児童福祉法」「身体障害者福祉法」のいわゆる福祉三法が別個に制定・ 
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実施されたため、社会福祉事業全体にわたる共通の基本的事項を総合的に規定する法律と 

して、昭和26年に社会福祉事業法が制定•施行された。それに伴い、身体障害者福祉法が 

改正された。主な改正点は次のとおりである。

① 身体障害者に対する援護の実施機関を都道府県知事に加え、市長及び福祉事務所を設置 

する町村の長まで拡大した。

② 身体障害者更生相談所を、身体障害者の更生指導における特殊技術面の中枢機関として 

位置づけた。

③ 身体障害者の更生指導の現業事務を、基本的に福祉事務所で一括処理することとした。

④ 18歳未満の身体障害児についても、身体障害者福祉法によって身体障害者手帳を交付す 

ることができることとした。

⑤ 社会福祉法人等による身体障害者更生援護施設の設置を認めた。

⑥ 身体障害者の定義「『身体障害者』とは、別表に掲げる身体上の障害のため職業能力が損 

傷されている18歳以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたも 

の」から、職業能力の損傷を削除した。

⑦ 身体障害者手帳に等級の記載欄が設けられた。

ここで、注目すべきは、身体障害者の定義のなかから、職業能力の損傷を削除したこと 

である。それまでは、職業能力が損傷されていることをもって身体障害者福祉法の対象と 

したのであるが、本改正により、職業能力の損傷のみではなく、身体障害者が存在すれば 

身体障害者福祉法の対象としたことで、身体障害者の範囲を拡大した〇法成立からわずか、 

2年でなぜこのような改正がされたかは、不明であるが、米国のリハビリテーション法が 

同様の改正を行ったのは、19 81年の国際障害者年に影響を受けた19 8 3年のことで 

あり、成立から5 0年以上たっていることを考えると、わが国の関係者の見識の高さが伺 

われる。

(3)昭和29年改正［第2次改正］

昭和27年4月に対日平和条約が発効し、GHQにより厳しく制限されていた戦争犠牲者 

に対する国家補償が可能になり、身体障害者に対する援護の拡充強化を求める要望が強ま 

ったのをうけ身体障害者福祉法が改正された。この改正の要点は、次の7点である。

① 肢体不自由者更生施設、失明者更生施設に加え、ろうあ者更生施設が設けられた。

② 身体障害者福祉審議会に、芸能、出版物等について推薦•勧告を行う権限を認めた。

③ 居住地を有しないか明らかでない身体障害者の援護は、都道府県が行うこととした。

④ 更生相談所の業務のうちに、補装具の処方及び適合判定を加えた。

⑤ 更生医療の給付及びこれに代わる費用の支給に関する規定を設けた。

⑥ 補装具の名称を整理し、その種類を厚生大臣が定めることとした。

⑦ 障害の範囲について、視力障害、視野狭窄、視野欠損を合わせて「視覚障害」に、聴力 

障害を「聴覚または平衡機能障害」に、言語機能障害を「音声機能または言語機能障害」 

にした。また、中枢神経機能障害を肢体不自由に含めた。この時、現在の等級表の原形が 

できている。
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(4 )昭和33年改正［第3次改正］

昭和33年の社会事業法改正に伴って改正が行われた。厚生省通知によれば、その主な改 

正内容は、3点である。

① 社会福祉法人の設置する身体障害者更生援護施設も収容委託の対象とした。

② 身体障害者福祉法の施行に関する事務について民生委員の協力義務を規定した。

③ 社会福祉事業法の改正に伴って,人口 20万以上の市は指定都市と同様に福祉事務所を2 
以上設置できることとなったので，これに伴い、福祉事務所のいずれかに身体障害者福祉 

司の置かれている場合には,市内部において技術的援助及び助言を求めることとした。

(5)昭和42年改正［第4次改正］

高度経済成長により国民の生活水準が向上したことで身体障害者対策の充実強化が求め 

られたため、身体障害者福祉法が改正された。その主なる内容は、次の7点である。

① 法の自的を「もって身体障害者の生活の安定に寄与する等その福祉を図ること」と改め、 

身体障害者福祉法が職業復帰のみを目的としているのではないという昭和26年の改正の 

趣旨をさらに明確に示した。

② 身体障害の範囲に心臓および呼吸器の障害を追加し、内部障害者が身体障害者に含めら 

れた。その障害等級は、1,3, 4級と定められた。

③ 身体障害者相談員制度が創設された。

④ 身体障害者家庭奉仕員制度(ホームヘルパー)創設

⑤ 身体障害者更生援護施設として内部障害者更生施設創設

⑥ 身体障害施設の通所利用制度を設けた。

⑦ 15歳以上の身体障害児を特例的に身体障害者更生援護施設に入所できることとした。

ここで、注目すべきは、身体障害者福祉法の目的が、職業復帰のみを対象としているの 

ではないことをさらに明確にしたことである。昭和2 6年の法改正の趣旨が社会に十分理 

解されていなかったことが背景にある。

(6 )昭和43年改正［第5次改正］

身体障害者の更生意欲を助長し社会復帰の促進を図るために、身体障害者更生援護施設 

で訓練を受けている身体障害者に対し、更生訓練費を支給することにするための改正が実 

施された。

(7 )昭和47年改正［第6次改正］

疾病、交通事故等による身体障害者の増加や核家族化等の家族構成の変化によって、家 

族では介護できない重度身体障害者が増加しているなどから、リハビリテーションの体制 

整備、施設の近代化及び計画的整備、重度障害者援護対策等についての要望が強くだされ 

た。これを受け、昭和47年に身体障害者福祉法が改正された。改正の主な事項は、次の2 
点であった。
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① 身体障害者更生援護施設の種類に、最重度障害者のための療護施設が加えられた。

② 身体障害者の範囲に腎臓機能障害を加えた。これとともに、腎臓機能障害者に対する人 

工透析に要する費用が更生医療の対象となった。

本改正が、身体障害者の障害認定に与えた影響は大きい。それは、二つの意味がある。 

その第一は、法成立当初は、作らないとしていた、「重症障害者を永久的に収容する施設」 

に相当すると考えられる身体障害者療護施設を認めたことである。このために、法の性格 

がリハビリテーション法から逸脱したと考えられる。

第二には、腎臓機能障害を認めたことである。この改正の背景には、当時の国民健康保 

険の自己負担率が5割であったため、在宅の慢性透析患者は、およそ月額40数万円の自己 

負担があったため、経済的に耐えられず社会問題化したことがあり、そのような透析患者 

を救済する意味があった。このように、社会問題を解決すべく身体障害者福祉法を活用し 

てきたという歴史があり、柔軟性もありよいことではあるが、腎臓機能障害を認めたこと 

で障害と疾病の区別がつかなくなったともいえる。腎臓機能障害の場合、継続して治療が 

必要であり、疾病の後障害が残ったという、疾病から障害に移行するというそれまでの考 

え方が変化した。すなわち、疾病が治癒しないことが障害の要件となった。しかし、疾病 

が治癒しないことでは、難病患者も同じであり、その違いは、臓器に着目するかどうかの 

違いくらいである。

(8 )昭和59年改正［第7次改正］

国際障害者年(昭和56年)を契機とする国民各層における障害者問題に対する関心と理 

解の深まりを背景として、身体障害者福祉の理念が広く定着してきた状況を踏まえ、身体 

障害者福祉対策の一層の推進を図るために、身体障害者福祉法が改正された。改正の主な 

内容は、次のとおりである。

① 国際障害者年のテーマである「完全参加と平等」の理念をふまえ、その趣旨を法に盛り 

込んで、職業復帰や経済的自立のみが法の目標ではないことを明確にする趣旨から、法の 

目的•理念を規定した第二条の見出しを「更生への努力」から「自立への努力及び機会の 

確保」とした〇

② 内臓機能障害として「膀胱又は直腸の機能障害」を政令で指定した。また、それまで、 

音声機能又は言語機能の障害として扱われていた「咀嚼機能の障害」が唇顎口蓋裂の児童 

に対して育成医療や更生医療を適用するために身体障害の範囲に含められた。また、脳原 

性運動機能障害について障害程度等級表の改定及び障害認定基準全体の見直しをした。

③ 「肢体不自由者更生施設」、「失明者更生施設」、「ろうあ者更生施設」、「内部障害者更生 

施設」が、「身体障害者更生施設」として法律上統合された。また、小規模な生活施設とし 

て「身体障害者福祉ホーム」が創設され、さらに、地域福祉対策の中核として「身体障害 

者福祉センター」が法文化された。

本改正で、法の目的が、リハビリテーションから自立への努力と機会の確保に改正され 

たことは重要である。更生への努力と自立への努力の違いは、判然としないが、これまで 

の経過からみれば、更生は、職業リハビリテーションのみではなく、社会的リハビリテー 
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ションを含むということになっていたので、例えば、自宅で自立した生活をおくることや 

積極的な社会参加などもすでにリハビリテーションとされていたわけである。本改正では、 

自立しようとして努力している場合も対象としたと考えられるが、リハビリテーションは、 

そもそも、結果主義ではないので、この努力している場合もすでに含まれていたと考えら 

れる〇

(9 )昭和6!年改正
世界的な福祉国家の見直しのながれから、我が国においても、昭和60年頃から、国を中 

心とした社会福祉制度全体を見直す動きが顕著となった。昭和60年には、国の機関委任事 

務の整理合理化と許認可権限の地方への移譲等を目的とする「地方公共団体の執行機関が 

国の機関として行う事務の整理及び合理化に関する法律案」が成立した。これに伴い、厚 

生省通知によれば、身体障害者福祉法が次のように改正された。

① 地方公共団体の自主性を尊重する等の観点から、身体障害者更生援護施設への入所措置 

等、更生訓練費の支給等、更生医療の給付等、補装具の交付•修理等、身体障害児に係る 

特例措置が団体事務化された。これにより地方公共団体は、入所措置等について法令に基 

づき、地方の実情に応じて実施することとされた。

② 予算措置により実施されてきたショートスティおよびデイサービスの両事業を法律上位 

置づけ、それとともに入所措置等と家庭奉仕員派遺を含めた在宅サービスとの連携および 

調整に関する規定を加えた。

③ 国以外の者が開設した病院等を更生医療機関として指定する権限を都道府県知事に委譲 

した。

(1〇)昭和61年 身体障害者福祉法施行令改正
昭和59年の身体障害者福祉法改正により、身体障害者の範囲を政令で定めるようになっ 

たため、身体障害者福祉法施行令が改正され、小腸の機能の障害が身体上の障害の範囲に 

加えられた。これについては、昭和57年の身体障害者福祉審議会答申に含まれていたので 

あるが、小腸機能障害者に対する更生医療が給付できるように中心静脈栄養療法が健康保 

健の対象になることを待ってこの時期に改正された。

(11)平成2年改正
高齢化社会に対応するために、身近な市町村で在宅福祉サービスと施設福祉サービスが 

一元的にしかも計画的に提供される体制づくりを進めるとして、平成2年に、老人福祉法、 

身体障害者福祉法、精神薄弱者福祉法、児童福祉法、母子及び寡婦福祉法、社会福祉事業 

法、老人保健法、社会福祉・医療事業団法の八つの法律が改正された。身体障害者福祉法 

の具体的な改正内容は、次のとおりである。

① 法の目的として「身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進する」理念が加えら 

れた。

② 在宅福祉サービスの位置付けの明確化がなされ、ホームヘルパー、デイサービス、ショ 
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ー卜スティが法律の中に明確に位置づけられるとともに、身体に障害のある者の発見•相 

談、身体障害者更生援護施設への入所決定、更生訓練費の支給、補装具の給付、ショート 

スティの決定等の事務は、都道府県から町村に委譲された。

③ 身体障害者更生援護施設の入所決定権等の町村への移譲

④ 身体障害者更生相談所に身体障害者福祉司を設置

⑤ 点字図書館、点字出版施設、聴覚障害者情報提供施設を視聴覚障害者情報提供施設とし 

て位置づけた。

(12)平成7年 身体障害者福祉法施行規則改正
平成7年には、身体障害者福祉法施行規則が改正され、それまで、視野障害は障害程度 

等級4級と5級の認定であったものを2級から5級まで認定されるように視野障害の認定 

基準が改正された。

(13 )平成10年身体障害者福祉法施行令改正
平成10年1月に身体障害者福祉法施行令が改正され、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫 

機能の障害が内部障害に追加された。

(14)平成］2年改正①

平成12年4月1日に地方分権一括法が施行されたのに伴い、機関委任事務制度廃止と 

これに伴う地方公共団体の事務区分の再構成、地方公共団体に対する国の関与の縮減、権 

限委譲の推進、必置規則の見直し等が実施された。具体的には、以下が改正された。

① 機関委任事務の廃止及び事務区分の再構成として、身体障害者手帳交付などに関する事 

務、更生医療指定医療機関の指定、居宅生活支援事業の開始の届出の受理等の事務を自治 

事務とした。

② 国の関与の縮減として指定医療機関に対する報告徴収等について厚生大臣は、緊急時に 

のみ実施できる。

③ 身体障害者福祉司及び身体障害者更生相談所の名称規制の弾力化。

④ 省令に規定されている地方公共団体の事務の根拠規程の政令への引き上げ。

⑤ 指定都市又は中核市の長が行った処分にかかる審査請求について都道府県が行った採決 

に不服がある者の厚生大臣に対する再審査請求の廃止。

(15 )平成］2年改正②

平成12年6月7日に社会福祉事業法が改正され社会福祉法となったことに伴い関連法 

律の1つとして改正された。具体的には、次の内容が改正された。

① 身体障害者相談支援事業、手話通訳事業、身体障害者生活訓練事業、盲導犬訓練施設が 

新規事業として追加された。

② 身体障害者福祉サービスの利用制度化(措置制度から支援費支給方式への変更)。
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2 •障害認定の変遷

次に、身体障害者福祉法の改正経過から、変化してきた内容と変化していない内容に分 

けて施策の傾向について考察する。

(1)変化してきた内容

① 法の目的が職業リハビリテーションから自立援助に

表1一1は、身体障害者福祉法の目的の変遷を一覧表にしたものである。この表からわ 

かるように、制定当時、法の目的•理念を規定した第二条の見出しは、現在では、「更生へ 

の努力」と変化した。また、身体障害者の定義を行っている法第4条は、法制定当時は、 

「『身体障害者』とは、別表に掲げる身体上の障害のため職業能力が損傷されている18歳 

以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたもの」とされており、 

このことから、職業リハビリテーションが法の目的であったといえるが、昭和26年の改正 

で身体障害者の定義から「職業能力が損傷されている」という部分が削除され、職業リハ 

ビリテーションだけが目的ではなく、より広くリハビリテーションを目的とした。その考 

え方は、昭和42年の法改正において、法の目的を「もって身体障害者の生活の安定に寄与 

する等その福祉を図ること」と改められていることにも示される。さらに、昭和59年の改 

正では、第二条の見出しが「更生への努力」から「自立への努力及び機会の確保」と変化 

したようにリハビリテーションまでも目的ではなくなり、より広く自立することが目的と 

なってきたと考えられる。

② 対象・範囲の拡大

表1一2は、身体障害者福祉法の対象•範囲の拡大の経緯を示したものである。法成立 

当初の身体障害は、視力障害、聴力障害、言語機能障害、肢体不自由であったが、昭和42 
年に心臓および呼吸器機能障害、昭和47年に腎臓機能障害、昭和59年にぼうこう•直腸 

の機能障害およびそしゃく機能の障害が対象になり、昭和61年には、小腸機能障害、平成 

1〇年には、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害が対象になった。

この対象者•範囲の拡大については、社会経済状況とのかかわりが強い。例えば、昭和 

24年の成立当時は、財政的な理由から結核後遺症者を身体障害者に認定していなかったが、 

昭和42年改正では、高度経済成長を背景に、心臓機能障害ともに呼吸器機能障害が対象に 

なったこと、昭和47年には、人工透析患者が医療費の自己負担ができず社会問題化したこ 

とから腎臓機能障害が対象にされたこと、昭和59年と昭和61の改正には、国際障害者年 

を契機として身体障害者福祉制度全体の見なおしが行なわれたことが影響している。また、 

平成1〇年にヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害が対象になったことについては、 

いわゆるエイズ訴訟の影響がある。

③ 障害認定基準が機能の制限から日常生活活動の制限へ

法制定当時は、視力低下、聴力低下等の機能の障害や、四肢の欠損等解剖学的な構造の 

欠損により機能の制限がある場合に身体障害者とされたが、昭和42年に内臓機能障害の認 

定において日常生活活動の制限が障害認定の基準として用いられるようになった。例えば、 
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昭和42年の示された心臓機能障害の認定基準では、「家庭内の普通の日常生活活動又は社 

会での極めて温和な日常生活活動には支障がないが、それ以上の活動は著しく制限される 

もの」が等級表4級に該当するとしているように、活動の制限による障害認定を可能とし 

ている。これは、昭和59年の改正において、肢体不自由に新たに「脳原性運動機能障害」 

が追加され、その認定基準に「はさみを使う」「傘をさす」というような認定項目が加えら 

れたことにも現れている18)。さらに、平成10年にヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能 

障害が追加された時は、「生鮮食料品の摂取禁止」による活動の制限が加わるなど、日常生 

活活動を含むように変化してきていると考えられる19)。

④保護理念の拡大

身体障害者福祉法成立時は、この法による施設は、各種の指導訓練等を行う施設等を中 

心にし、重症障害者を永久的に収容する施設や単なる住宅提供施設等は含まないこととさ 

れたが、昭和47年には、身体障害者更生援護施設の種類に最重度障害者のための生活施設 

として身体障害者療護施設が加えられた。身体障害者福祉法は、一貫して個人の努力を要 

求し、保護は二義的なものであり、法成立当初は、職業的更生が目的とされ、補装具の給 

付や更生施設の施策が中心であったが、今日の施策においては、ホームヘルパーや療護施 

設等の生活のための施策の比重が大きくなってきている。例えば、保護を主とした業とい 

える療護施設の設置数は、全国に約300箇所存在し、身体障害者更生援護施設の中ではも 

っとも多い施設になっている。この点からも、同報が更生を出発として保護的要素を強め 

てきたといえる。

(2)変化していない理念

① 障害者自身の努力を援助すること

既に述べたように、法の目的•理念を規定した第二条の見出しは、昭和59年に「更生へ 

の努力」から「自立への努力及び機会の確保」と変化したが、その内容には、一貫して身 

体障害者自身の努力義務が述べられており、それは一貫していると考えられる。

② 障害の永続性

法別表で示されているように障害が「永続」することが身体障害者の定義に含まれてい 

る。この障害の永続性は、一貫して変わっていないと考えられる。ただし、永続には、そ 

の障害が将来とも回復する可能性が極めて少ない場合が含まれる。そのため、治癒可能な 

ものは「疾病」として非対象となり、肝臓機能障害、膵臓機能障害、血液障害、高血圧症、 

悪性腫瘍等は対象とはなっていない。

③ 機能障害中心の障害認定

すでに述べたように、日常生活活動の制限を障害認定に活用するようになってきている 

が、認定の基本は、機能障害であることに変わりはないと考えられる。視覚障害、聴覚障 

害、言語障害、音声機能障害、そしゃく機能障害、肢体不自由、心臓機能障害、ぼうこう 
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直腸機能障害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイルスに 

よる免疫機能障害それぞれについて詳細な定義がなされているが、これらに共通している 

のは、器官•臓器•四肢単位の認定を基本としている点は一貫していると考えられる。す 

なわち、四肢の切断等の解剖学的な構造の欠損があったり、機能の喪失•低下を医学的検 

査によって証明できること障害認定の大きな要素となっている。

④ 障害程度等級

昭和26年の改正によって作られたはじめて等級の概念が作られたが、それ以後、一貫し 

て等級の概念が用いられている。当時の解説書によれば、「法の運用の厳密性、画一性を期 

するためには、能力損傷の程度の判定が厳密になされなければならない」（松本征二、身体 

障害者福祉法解説）という理由により程度等級が定められた。等級の区分は変化したが、 

等級をつけるという考え方は、一貫して取り入れていると考えられる。

⑤ 制限列挙方式による障害認定

制限列挙方式とは、あらかじめ身体障害の範囲を決めておく方式である。すなわち、身 

体障害者福祉法における身体障害者は、視覚障害、聴覚障害、言語機能障害、音声機能障 

害、そしゃく機能障害、肢体不自由、心臓機能障害、ぼうこう直腸機能障害、腎臓機能障 

害、呼吸器機能障害、小腸機能障害に範囲が限定されている。この点は、一貫しており、 

これは、身体障害者福祉法のみに特徴的な傾向であり、年金制度等の認定基準には、「その 

他の疾患」という分類がありあらかじめ決められた疾患以外でも障害年金の対象として認 

められる場合がある〇

⑥ 専門医師の判断を重要視

身体障害者福祉法第15条では、一貫して身体障害者手帳申請に添付する診断書を作成 

できる医師を指定しているように、医師の判断を重要視していると考えられる。

まとめ

身体に障害のある対象者に対し、何らかの社会的保障が考慮されることは、先進国にお 

いては日常の常識的問題として扱われているが、そこに到達するためには近代国家を目指 

して進んで来たわが国国民の努力があったことは改めて説明するまでもない。このような 

社会環境において身体障害者は、第二次大戦後までは不具廃疾者（戦傷や戦病などが多かっ 

た）として慈恵救民の対象であり社会的保護の対象であった。

本来わが国の社会保障のあり方は、戦傷や産業災害などの第三者行為による災害等に関 

する流れと、疾病や先天，性障害などの一般的身体的異常に分けられており、処遇形態が 

異なっている。第三者行為補償については、西南役以来の経験が充実しており、身体障害 

者の認定における歴史的な意義も小さくない。この領域の問題について、歴史的に関わっ 

たのは、明治25年頃の森嶋外で、当時軍医学校長としてimpairmentに興味があったよう 

である。この問題についてドイツのBeckerからの情報を取り寄せ、障害の種類とその程 
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度についての分類表示を検討していたようである。その後の大正12年、それまでばらばら 

であった陸軍、海氧 一般官吏の3システムから国家補償として確立し、現在に到ること 

になる。

一方社会福祉分野から出発した身体障害者福祉法は昭和2 5年4月5日、身体障害の範 

囲についての別表を障害ごとに提示した。

さらに厚生省では、同年7月2 6日付けで「身体障害者福祉法別表解説一身体障害の範 

囲ー」という解説別冊を示した。この解説は法の本質にかかわる総括的解説と障害別の解 

説に分かれるが、総括的解説に述べられている基本はつぎのようになっている（一部省略）。

①本法は恩給法、厚生年金法、労災保険、生活保護法等その障害の程度に応じた給付をす 

る賠償的、恩恵的、保護的なものではなく、自立更生のための必要な援護を行うもので、 

機能障害の範囲はあくまで職業能力の基準（このように表現しているが、利き手、非利き手 

は区別しない等、現在のimpairmentsを意味している）によって定めるべきもので、原因 

の如何を問わない。障害は自立更生援助のやりやすい視覚V聴覚などの感覚機能障害と肢 

体運動機能各障害、視力、聴力、言語機能各障害と肢体運動機能障害（視力、聴力、言語機 

能各障害、肢切断又は肢体不自由及び中枢神経機能障害の5障害）に範囲を限定し、精神病、 

精神薄弱、結核、心臓病、中風、脚気等は事実上除外する。また障害範囲の追加は政省令 

によらず、別表の形で法律による。

② 年齢の上限は設けないが、生理的老衰による職業的更生の可能性のない者は個々に審査 

して断る。

③ 障害が重度の者（脳出血、脊髄損傷で常に就床と複雑な介護を要し回復の見込みのない 

者）も②に準ずる。

④ 症状固定の時期は障害補償等とは関係なく、一般の医学的常識による〇

別表は身体障害者福祉行政の範ともなるべき重要な内容の提示であるが、表示された内 

容から見ると、かなり乱暴な分類になっており、まさに呉越同舟の感なきにしもあらずと 

いえる。とくに範囲の限定ついては除外されるべき中風、脳出血、結核、精神病等の除外 

理由が医学的に説明出来ないものになっている。解りやすく言い換えるならば、ここに集 

められた機能障害は何を表しているのか、理解に苦しむことになりそうで、さらにこれと 

リハビリテーションの関係は複雑な問題提起となるであろう。特にこれからの差し迫った 

問題として介護保険制度との接点の問題がある。すでに法文化されている「リハビリテー 

ションとはなにか」「介護とはとはなにか」について、時間をかけて検討することが大切で 

あろう。

引用文献

1厚生省社会局:身体障害者福祉法令通知集1950
2厚生省社会局更生課監修 身体障害者関係法令通知集 日本肢体不自由児協会1965
3明治25年軍人傷病疾病恩給等差例東洋者1892
4森 林太郎 陸軍衛生制度史 大正2年 陸軍軍医団編纂1913
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第2章 身体障害者福祉法における障害認定の法的根拠

第2章では、身体障害者福祉法の障害認定の変遷についてみてきたが、本章では、現状 

の身体障害者福祉法の障害認定にかかわる法的根拠を整理する。

1.身体障害者福祉法の目的・理念

［身体障害者福祉法］

（法の目的）

第一条 この法律は、身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、身体障害者を援 

助し、及び必要に応じて保護し、もって身体障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。

（自立への努力及び機会の確保）

第二条 すべて身体障害者は、自ら進んでその障害を克服し、その有する能力を活用することによ 

り、社会経済活動に参加することができるように努めなければならない

2すべて身体障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活 

動に参加する機会を与えられるものとする。

（国、地方公共団体及び国民の責務）

第三条 国及び地方公共団体は、前条に規定する理念が実現されるように配慮して、身体障害者の 

自立と社会経済活動への参加を促進するための援助と必要な保護（以下「更生援護」という。） 

を総合的に実施するように努めなければならない。

2 国民は、社会連帯の理念に基づき、身体障害者がその障害を克服し、社会経済活動に参加し 

ようとする努力に対し、協力するように努めなければならない。

第3法の対象者

（身体障害者）

第四条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある十八歳以上の者 

であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう 

上からわかるように、現状では、身体障害者福祉法の目的は、自立と社会経済活動への 

参加であり、そのサービス内容は、援助が主体で保護は必要があれぱという条件がつけら 

れている。「援助および保護し」でもなく、「援助または保護し」でもない。自立と社会経 

済活動への参加という社会的リハビリテーションと職業リハビリテーションが主たる目的 

になっている。

2 .身体障害者福祉法の対象者

第四条には、身体障害者の定義がなされているが、具体的な身体障害については、別表 

に定められている。この別表では、視覚障害、聴覚•平衡機能障害、音声•言語•そしゃ 

く機能障害、肢体不自由、心臓機能障害、呼吸器機能障害、腎臓機能障害が定められてい 

る。

それ以外の障害では、政令で定められている。その政令は、身体障害者福祉施行令であ 

り、ぼうこう•直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能が 

定められている。
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身体障害者福祉法別表（第四条、第十五条、第十六条関係）（昭二九法二八•全改、昭四ニ法一ー三・昭 

四七法一ーニ・昭五九法六三・一部改正）

一次に掲げる視覚障害で、永続するもの

1 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常がある者については、矯正視 
力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれぞれ〇・一以下のもの

2 一眼の視力が〇・〇二以下、他眼の視力が〇・六以下のもの

3 両眼の視野がそれぞれー〇度以内のもの

4 両眼による視野の二分の一以上が欠けているもの

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で、永続するもの

1 両耳の聴力レベルがそれぞれ七〇デシベル以上のもの

2 一耳の聴力レベルが九〇デシベル以上、他耳の聴力レベルが五〇デシベル以上のもの

3 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が五〇パーセント以下のもの

4平衡機能の著しい障害
三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害

1 音声機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失

2音声機能、言語機能又はそしゃく機能の著しい障害で、永続するもの
四次に掲げる肢体不自由

!一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で、永続するもの

2 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指以上をそれ 

ぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの

3 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの

4 両下肢のすべての指を欠くもの

5 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機能の著しい 

障害で、永続するもの

61から5までに掲げるもののほか、その程度が1から5までに掲げる障害の程度以上であると認 

められる障害
五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日常生活 

が著しい制限を受ける程度であると認められるもの

［身体障害者福祉法施行令］

第十二条 法別表第五号に規定する政令で定める障害は、次に掲げる機能の障害とする。

ーぼうこう又は直腸の機能

二小腸の機育き
三 ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能

3.身体障害程度等級
身体障害程度等級は、省令である身体障害者福祉法施行規則に身体障害者手帳の記載事 

項として定められている。具体的な等級は、身体障害者福祉法施行規則別表第五号に掲載 

されている（表2 —1）〇

［身体障害者福祉法］

（身体障害者手帳）

第十五条 身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居住地（居 

住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請することがで 

きる〇

［身体障害者福祉法施行規則］
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（身体障害者手帳の記載事項及び様式）

第五条 身体障害者手帳に記載すべき事項は、次のとおりとする。

ー 身体障害者の氏名、本籍、現住所及び生年月日

二障害名及び障害の級別

三 補装具の交付又は修理に関する事項

四 身体障害者が十五歳未満の児童であるときは、その保護者の氏名、続柄及び現住所

2 身体障害者手帳の様式は、別表第四号のとおりとする。

3第一項の障害の級別は、別表第五号のとおりとする。

4身体障害者手帳

身体障害の認定は、居住地のある市又は福祉事務所を設置する町村に申請する。その申 

請は、都道府県（中核市を含む）に進達され、法別表に該当すれば、障害認定がなされ、 

身体障害者手帳が交付される。該当しない場合は、地方社会福祉審議会の調査•審議を経 

て却下される。

身体障害者手帳の交付は、市又は福祉事務所を設置する町村を経由して行われる。

［身体障害者福祉法施行令］

（身体障害者手帳の申請）

第一条の三 法第十五条第一項の規定による身体障害者手帳の交付の申請は、市又は福祉事務所を 

設置する町村の区域内に居住地（居住地を有しないときは、現在地。以下同じ。）を有する者にあっ 

ては当該居住地を管轄する福祉事務所の長を、福祉事務所を設置しない町村の区域内に居住地を有 

する者にあっては当該町村長を経由して行わなければならない。

（障圭の認定）

第二条都道府県知事は、法第十五条第一項の申請があった場合において、その障害が法別表に掲 

げるものに該当しないと認めるには、地方社会福祉審議会に諮問しなければならない。

2都道府県知事は、前項の規定により地方社会福祉審議会が調査審議を行い、なおその障害が法 

別表に掲げるものに該当するか否かについて疑いがあるときは、厚生労働大臣に対し、その認定を 

求めなければならない。

3 厚生労働大臣は、前項の規定による認定を求められたときは、これを疾病•障害認定審査会に 

諮問するものとする。

4 都道府県知事は、第一項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当すると認 

めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。

5 前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたときは、都道 

府県知事は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。

（身体障害者手帳の交付の経由等）

第三条 法第十五条第四項の規定による身体障害者手帳の交付は、その申請を受理した福祉事務所 

の長又は町村長を経由して行わなければならない。

まとめ

身体障害者福祉法の目的•理念、身体障害者福祉法の対象者、身体障害程度等級、身体 

障害者手帳に関して現在の身体障害者福祉法の根拠を整理した。
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表2-1 身体障害者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則施行規則第7条第3項別表第5）

級別 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

岡gの6匱蟹细
｛こよつ创ったものをい 

い、刪異常のあ询こっ 

いてはきょう正勵にC 
いて測ったものをいう。以 

下同じ）の和^ Q 01以下の 

もの

1. «の^7<7^（1（1 
以BQ但以下のもの

2. «の®^

でかつ両眼による 

視野｛こついて視能率（こよる 

損失が96%以上のもの

1. «の

虹Q（B以下のもの

2. 両眼の視野がK）妙 

内で力つ岡艮｛こよる視野｛こ

ついて視耀｛こよる損失が

90%^±のもの

1. 翩Bの視办渝がQC0以上Q12以 

下のもの

2. 翩gのれ

もの

1. 柬の視加^がQ13以! 

Q 2以下のもの

2. 両眼｛こよる視野の2分の］ 

以hが欠けてV巧もの

1眼の視力がQ02以下、她 

18の視咖 Q6以下のもの 

で、の和がQJ 
を越えるもの

両耳の聴力レベルがそれf両耳¢5聴力レベル^ 90デシ 

れ1〇〇デシv吻上のものべ/ゆ上のもの（5介｛応

倆耳全ろう） しなかI僚声齬趣解し 

^CV、もの）

1. 両耳の聴力レベ^d£印デシベ^以 

上のもの（耳介に接しなけれ辟萨語

し^V、もの）

2. 両耳｛こよる普邂訓の最良空詰 

痂度が3） ノ J&ント以下のもの

1. Wの^ 曲 7 
デシベル以上のもの（4h 
以kの概V発声された仝

し^、もの）

2. の^レ〜ぬ 

90 デシ〜HJLh
穗カレベ询5DデシVゆ 

上のもの 

音声機能、言語機能また音声険 言語讎または,そしゃく 

は,そしゃく麟めそう失機龜の著しレ轉

U
S

1. 両上肢の機能を全廃し 

たもの

2. で 

欠くもの

1. しい 

鰐

2. を 

欠くもの

3.l±te^±^）2^ 
もの

4.1上肢機能を金睫し 

たもの

1. 両のおや指及U 
ひとさし指を欠くもの

2. 両上肢のおや指及む 

ひとさし指の讎を全廃し 

たもの

3. I上肢の機能（嘩しい 

鰐

4. 1应对や肃を 

欠くもの

1. 両上肢のおや指を欠くもの

2. し^ 

もの

3. frtmxjiw

1. ］览のおwzw 
境しレ他

2. ひとさし指を含めて］

5.
したもの

1.
し

2.wms
は手関節のうち,レずれか1揆上肢の2指を欠くもの臧の鞠害 

節のうち、レゝ1関節の機能を全節の機能の著しい障笔;

3.1上肢のおや指を欠くも。上肢の2指の讎を全廃し

4.
廃したもの

5.1上肢のおや指及びひとさ 

し指の機能の著しい障第

6.お対聶たはひとさし指を
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4.］上肢のおや指及びひとさし指を 
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5.1上肢のおや指及びひとさし指の
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6. お金指またはひとさし指を含めて

!上肢の3指の機能を全廃したもの含めて!上肢の3指の機能碑

7. お桶またひとさし指を含めてしレ瞬

1上肢の3指の機能を全廃したもの

8. おや指又はひとさし指を含めて］ 

览の轉

3.ひとさし指を含めて］

たもの

3.
4. ひとさし指を含めて1上肢の2挂 

〇^^しレ礴

5.1鈕のな3m くすり指及び4 
掲を欠くもの

6.のな力指、くすり指及び4 
指の機能を全廃したもの

1. 両T肢の觴鮭全廃し 

たもの
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くもの
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鰐
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能^Sしたもの

6.lTTOWKIldtしX. MhnOfc 
また｛轴1の長さの!0分の1以逊, 

もの

廃したもの

3.llTOWBlBdtしX5ai 
以上または健側の長さの15另 
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の

こより坐っ
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の
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上
肢
機
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動
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る日常
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俶游しく制®され6もの しく制限され6もの

の碉害｛こより社会での日館上肢の機能破るもの 
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常生活活動d窜しく制狠されるもの

上肢に不随意運動・失調等を有する 

もの

失調執こより下肢に不随意運動-失調等を有する 

るもの もの

不
全
ウ
イ
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よ
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免
疫
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機
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障
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心
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じ
ん
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呼
吸
器
・
ぼ
う
こ
う
も
し
く
は
直
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小
腸
ま
た
は
ヒ
ト
免
疫

鴛

 

じ
機
害

呼
機
害

ヒ

疫

ウ

ス

る

機

害

心臓の雌の障害｛こより家 

辭での日常生活活動则 

しく制限されるもの

により自 

己の^2の日^ 

画こ《され5もの 

じん臓の觴翻害｛こより

自己の^辺の日常^^ 

力こ制限されるもの_ 

TOSの^^｛こより自 

己の^2の日常^ 

幽:Wされ6もの 

i壬うこうまたはB腸の機能 

の障害｛こより自己の身辺の 

日常^SifeWtこW 
され5もの

心臓の機能の障害により社会での日常 

游しく鞭され^もの

じこより 

日常 

著しく制眼されるもの

ノwwの^｛こより自 

己の^2の日常 

幽こWされ5もの

ヒト舷不全ウイルスによ 

る免瞬％^｛こより日

の^^｛こより家【 

庭內Tの日常強器動囲 

しく制限され5もの 

ぼうこうまたは直腸の瞬I 
の^｛こより^B>TCの日 

常生活海肋曙しく制限さ 

れるもの

ヒト免疫不全ウイルスによ 

る^&«16の©^により日 
常生活がほとんど不可能な!常生活^権度｛こ制®される 

もの もの

Iヱうこうまたの籬の闊こよ 

り庇での日常生活淳肋常しく制限 

されるもの

"禍の讎の障害!こより社会での日常 

生活活動«しく制限されるもの

ヒト免奸全ウイルスによる免疫瞬

小腸の觴翻害Iこより家 

庭内での日常生活活動棒 

しく制限さ:hるもの

ヒト免疫不全ウイルスによ

る免删!訥轄｛こより日の障害により畦での日常生活活動^ 

常生活^游しく制限される著しく制眼されるもの

もの（验Tの日常405
動d曙しく制限されるもの

琢。）

備考

同一等級について2つの重複する障害がある場合は、1級上の級 

とする。ただし、2つの重複する障害が特に本表中に指定されて 

いるものは、当該級とする。

肢体不自由においては、7級に該当する障害が2つ以上重複する 

塢合は、6級とする。

異なる等級について2つ以上の重複する障害がある場合について 

は、障害の程度を勘案して当孩級より上の級とすることができ 

る。

「指を欠くもの」とは、おや指については指骨間関節、その他の 

指については第一指骨間関節以上を欠くものをいう。

『指の機能障害」とは、中手指節関節以下の障害をいい、おや指 

については、対抗運動障害を含むものとする。

上肢または下肢欠損の段端の長さは、実用長をもって計測したも 

のをいう。

下肢の長さは、前腸骨棘より内くるぶし下端までを計測したもの 

をいう。
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第3章 身体障害者福祉法に障害認定の現状（都道府県実態調査）

1.者蹄県^W舗内容

（1） 目的
身体障害者の障害認謹準の最適化に関する研究の基礎資料とするため、身体障害者手帳交付事 

務を行う自治体担当者を対象として、制度の運用状況や問題点を調査する。

（2） 調査対象
身体障害者手帳交付事務を行う下記の自治体担当者および認定担当者。

都道府県（4 7カ所）、政令指定都市（13カ所）、中核市（3 5カ所）計9 5カ所

（3） 調査票 別紙資料3-1、資料3-2

（4） 間 平成16年3月6日〜平成16年3月21日

（5）調査^法

調査票sおよび、調査票のEXCELファイルを収録したフロッピーディスクを送付し、調 

査票に記入後、またはフロッピーディスクにデータを入力後、調査票またはフロッピーディス 

クを返送、または、EXCEしファイノレをEメーノレで送付依頼した。

2.都輛県^の結果（巻末集計表参照）

（1） 回収率5 9/9 5
（2） 結果のまとめ

以下にアンケートの結果をまとめる。なお、詳細は、巻末資料を参照されたい。

1-（1）認定基準は、国の認定基準（ガイドライン）と同じですか。異なる場合は、その内容を 

（ ）にご記入ください。

［視覚障害］

1箇所のみ認题準と異なっていた。その内容は、視野障害2・3級の基準であった。

［聴覚・ W! 吾轄］

3箇所のみ認轄準と異なっていた。その内容は、聴力について、1〇 Odb以上測定可能な場 

合は、1〇 5dbとせず、その実測値でもって算出、純音オージオメータはJ IS規格（昭和57年8 
月14日改定）を用いる、純音オージオメータの規格を従来どおり（J I S規格（昭和57年8月14 
日改定）としているというものであった。

［肢体不自由］

3箇所のみ認超準と異なっていた。その内容は、大腿切断の場合断端長に関わらず3級認定す 

るヽ肢体不自由、±）肢機能障w及び下肢機能障害について著しい障害と軽度の障害の中間の障害を 

認定しているというものであった。ここで肢体不自由の内容は不明である。

［心缺能障害］

1箇所のみ認謹準と異なっていた。その内容は、冠動脈狭窄について、狭窄が75%以上90%未 

満…4級、狭窄が90%以上100%未満…3級、狭窄が100% （=閉塞）…1級 これと活動能^ 

の程度を組み合わせて等級認定をしているというものであった。
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［じん臓機能障害］

じん臓機能障害については、16箇所から認卓準が異なるという回答が寄せられた。そのうち、 

人工透析竝を実施している場合に1級または上位に認定するというものが、12件あった。また、 

クレアチニンの値のみではなく、年齢、体重、日常生活の制限などを考慮した上で等級判定すると 

されている例や、さらに進んで、降不全に起因する臨床症状②腎機能③日常生活障害度@透析⑤ 

年齢を勘案して翻匕し舷の合計で、總を認定している例もあった。

それ以外には、手術が予定されている場合、有期認定にする等の取扱いをしているというものも 

あった。

1-（2）認定に係る輛を実際に担当している機関はどこですか。

58箇所中、本庁 34更生相談所1?その他（福祉事務所、保健福titセンター）？で、

その他には、地城興局（県福祉事務所）、県保健福祉事務所、県保健福環境事務所、中央保健福 

祉センター、児童•障害者相談センター、心身障害者福祉センター、健康福祉tンターが実施していた。 

また、更生相談所に移管途中のものが3件あった。以前は、本庁で実施している場合がほとんどで 

あったが、本庁から更生相談所へ移管される傾向がみられる。

卜（3）認定に係る輙を実際に担当している担当者はどなたですか。

58箇所中、医師 2、事務官44sその他7であり、主として事務官が事務を担当し、困 

難ケースや判断に迷った時などに医師に相談するという方法が中心である。

医師と事務官以外では、保廓帀（2人）、看護師sケースワーカーが認定事務にあたっていた。

1-（4）認定の判断に窮した事例はありますか。

［視覚障害］

59箇所中26箇所が認定の判断に窮したとされた。その内容としては、視野障害の測定に関する 

ものが20件あった。また、知的障害、精神障害、乳幼児や高齢に伴う場合に視力測定不能の例が、 

io件あった。視野と視力の重複の合算方法に、手術直後で障害程度が固定していない状態の場合の 

例がそれぞれ2件ずつあった。それ以外には、視力障害の他覚的な蹄が困難な場合、手術等によ 

り回復可能性のある原因疾患で、本人が手術を希望していない（拒觴の）場合,VEP、Pし法の結 

果による視力及び視野の判断の例が示された。

［聴覚轄・壽部轄］

59箇所中24箇所が認定の判断に窮したとされた。主な内容としては、聴覚障害に関しては、知 

的障害、精神障害、痴呆性老人、乳幼児脳挫傷の場合の聴覚障害認定に関するものが6件あった。

言語障害については、知的障害、痴呆の場合の認定について11件示された。

音声機能障害については、指で気管開孔を閉塞することよりのみ発声可能である場合、音声機 

能障害がとできるかどうかという例があった。

そしゃく機能障害の認定に関しては、生後半年未満で歯が生えていない例があった。

［肢体不自由］

59箇所中12箇所が認定の判断に窮したとされた。その主な内容を劇してみると、ADしとR 
0M・MMTの乖離に関するものが23件、高次脳機能障害、滋性意識障害、脳務など精神的原 

因で四肢が動かない場合についての認定が12、運動失調や不随意運動や麻痺のため動作・活動には 

制限が大きい事例6、体幹不自由と下肢障害を併せ持つ場合5ヽ指定医師の参考趣がガイドライン 

に合わない場合の磁い5、乳幼児や知的障害に係る障害認定5、重複加算の方法5、廃用性症魅 
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の認定4s発症直後の認定£固定の時期£加齢による運動機能^害3例であった。

［内部障害者］

内部障害は、59箇所中19箇所が認定の判断に窮したことがあるとされた。その内容を艷して 

みると、心臓機能障害については、ス線・ECG等の所見に現れない場合の判断5、障害固定の時 

期5ヽペースメーカー、人工弁移植•弁輙 バイパス術後の所見による等級認定3例があった。

呼吸器機能障害では、肺機能般及び活動能^の程度に極端な不均衡がある場合の認定10例sル 

_ムエア時の測定ができない場合2例s検査器が無いなどで般データがとれない場合2例などが 

あった。SP02の数値であったりする。

じん臓機能障害においては、血清クレアチニン濃度8・0mg/d1以上でなくとも体格等の個人差によ 

り相当の制限を受けている場合の認定3例、人工透析を行っているもので，血清クレアチニン濃度 

が&0mg/dl未満のもの 1級での申請例2例などがあった。

膀胱直腸機能障害については、小児のストマなど人工肛門造設の永続性についての取り扱いが3例 

あった。

2・(1)リハビリテーションを中心とした認定孵について

第2章で述べたように、リハビリテーションの可能性は、身体障害者福祉法の認定の原則の一つ 

となっており、老衰や末期ガンなどは、原則対象とされていない。その実態と運用上の問題点を問 

う設問であった。

老衰や末期ガンなどで余命が少ない場合についても、大半は、障害認题準に合致すれば認定し 

ているというのが、実態のようである。窓口で余命が少ないから認定できませんと直接的には言え 

ない、余命は確実には予測しがたい、通常診断書に「近い将来において生命の耀が困難となる」 

ような旨の記載がされることはない、実態として臥床生活により筋骨格の衰退により社会生活の活 

動が極度に制限されるものとして肢体不自由に該当する事例があると思われる、どの時点から「老 

衰」、「末期」なのかの判断力灘しい、ガンでなくともじん臓や呼吸器など交付直後に亡くなる事例 

は少なくないなどがその理由である。

しかし、すべて対象としているわけではなく、余命が少ないことが明らかな場合は却下している 

ことが報告されている。

このような場合の申請目的の主なものは、医療費の軽減であり、居宅改善や補装具等の給付等も 

行われている。

このリハビリテーションを中心とした認童準については、賛否両論あり、「脳血管障害等による 

最重度の肢体不自由者等と比較すると不公平感があり,老衰や末期ガンであっても状態を考慮して 

できるよう改正されることが望ましい」という意見や「末期ガンで障害認定というのは更生援護と 

いう観点からも望ましいとは思えない。その他の障害者への施策を圧迫することになるためs他の 

制度によるフォローが必要と考える」、「重度心身障害者等医療費助成制度が身体障害者手帳3級以 

上の所持者を対象としているため、上記のような方からも医療費軽減のために申請がある。医療費 

の制度と別にしないことには、リハビリテーションを中心とした認定は難しい。」といった意見もあ 

った。

2-(2) 臓器に着目した認定について

身体障害者福祉法の認定のもう一つの原則として、基本的に臓器に着目して認定されている。そ 

のために、原発性肺機能障害、心因性排尿機能障害など、認定される機能障害などと同様の症状で 

も認定されないことがある。その実態と運用上の問題点について質問した。

19



臓器に着目しているために、同様の状態でも認定されない例としては、次のようなものがあげら

•脊酣員傷や子宮の手術等による排尿機能障害は認められず、直腸ガンの手術による瞬障害で 

は認められている。

•大腸クローン病で小腸クローン病と同じような症状が出ているのだが、大腸故に認定できない

•眼瞼下垂では視覚障害の認定の対象にならないが事実上目で見ることができないと

・ぼうこう、直腸機能障害で脳性麻痺等が原因のものは、却下になる

実際の運用としては、原発性肺高］血圧症などの肺循環系の障害に由来する呼吸器機能障害の場合、 

急性期を脱し、安定した時期に認题準を満たしていれば障害認定の対象としている、社会福祉審 

議会身体障害彝部会の意見もふまえ，法別表に定める程度の身体障害が認められれば，認定する 

ことがあり得る（ただし,心因性のものについては原則として対象外）、（一定の条件をみたせば） 

一次疾患が当該臓器外にある場合でも認定を行っているというような柔軟な対応をしているところ 

もあった。

また、臓器に着目した認定についての賛否では、賛成の意見としては、障害魏の認定がより困 

難になることが予想されるヽ（臓器に着目しない認定では）欄!Lのあいまいな事例が増えるので詐病 

を含め問題は少なくない、などが疑われる場合などがあり心因性などの症状も認定するとなる 

と判断が難しい、特に運用上に困難はないなどの意見があった。

反対意見としては、個人の日常生活に対してどういう障害が問題なのかを問うべきである、日常 

生活活動能力の制限は同じなのに、手帳が交付されず、サービスが受けられない不公平感がある、 

日常生活で制限のある状態でも、臓器に着目した認定方法があり、特に、申請者への説明に苦慮し 

ているというものなどがあった。

2・（3）装具をつけなし俄態での認定について

現状では、視覚障害以外は、補装具をつけなし砲で認定するという原則がある。その実態と運 

用上の問題点を尋ねた。

運用については、「原則は補装具をつけない状態をもって認定していますが、装着している場合も 

その内容を把握した上で障害程度を判断し認定しています。」という柔軟な対応をしている例もあ 

った。

賛否については、「障害の部位•程度や個人差により、補装具装着の効果には、差が現れると考え 

られます。このためS装具装着後の状態を以って障害認定をした場合には、原因となる卿や障害 

（補装具を装着していない状態）が同様の状態でも、結果として障害等級に大きな差が現れる場合 

があると思われます。更生意欲のある者とそうでない者の障害等級が逆転する場合等が考えられる 

ことから、認定事務に対する不信感を生むのではないかと思われます。」、「身体障害者手帳が更生の 

入り口であると理解しているためS補装具をつけない状態での認定は実態に即していると考える。」、 

「眼鏡やコンタクトのように体の機能をそのまま補え、身近で一般的な補装具が他にはないので、 

視覚以外の障害認定は、補装具を付けない状態で認定するということでよいと思います。」、「緊急時 

の対務を考慮すると現在の認題準でよい」、「特に支障がない」という補装具反対意見があった。

一方、「常用装具の場合は、装具をつけた状態での判定をすべきと思う。」という全面賛成の意見 

や、「ペースメーカー=1級は手厚すぎるのではないかと市民及びC、臓以外の審錢員から指摘され 

ている。」（4例）、「聴覚障害に関して、視覚障害と同様、補聴器の装着により症状の改善が見込ま 

れる者に対する認定においては、検討の余地があるとおもわれます」（2例）、「人工関節等はかなり 

よいものができてきており、補装具にもよるが、永久的に補装具が必要なのかという点で、関節廃 
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用とみなしてよいものか、今後の討論の対象となるのではないか。」（2例）、「杖無し歩行不可、杖 

があれば数百m歩行可の体幹機能障害（2級））は、周囲から疑問の声が上がってくる」、「重度の呼 

吸機能障害がある方で、酸素療法を実施している場合に室内空気吸入時の動脈血ガスを測定する事 

が困難な場合があります。」（2例）という個別の賛成意見はあった。

また、「肢体不自由の一下肢障害状況について、全廃と著しい障害の判断が困難な場合があり、動 

作•活動等の評価を装具使用での記載なら、より障害状況の判断が容易と考えます。ただし、本人 

に合う適切な装具否かで評価に差違がでる可能性があります。」「補装具により大幅な機能の改善が 

得られる人と、そうでない人との違いは手帳の趣旨からすれば反映させてもいいかもしれないが、 

反映させるための客観的基準力灘しいと考える。」という慎重意見もあった。

2・（4）日常生活能力の視点導入について

現状では、脳原性運動機能P章害の認定等で日常生活能力の視点が導入されているが、基本的には 

機能障害中心の障害認定が実施されている。その実態と運用上の問題点に関する問いである。

問題となる例については、まず、「心臓機能障害や腎臓機能障害の認童準に客観的所見（般所 

見）を満たし、かつ活動能力等を満たすことがあるが、客観的所見は1級相当であるが、活動能* 

等が4級や認定対象外などがある。またこれとは逆に活動能力等が1級相当であるのに、客観的所 

見が4級や認定対參外の時の認定につい乙苦慮している。」、「動作•活動に大きな制限があっても、 

ROM ・MMT等の客観的測定値に低下が見られず、両者に乖離がある場合は、障害等級が軽くなる傾向

がある。」（3例）、「関節に限定された機能障害の場合,日常生活が制限されていても，获に反映 

されないことが多い。また，その逆もある。」「肢体不自由障害において、日常生活の判断において 

は、医師によりかなり隔たりがあるようだ。」という鮭所見と活動能^の乖離が挙げられている。

また、日常生活能力の視点の導入については、「日常生活能力の判断は、本人が置かれている環境 

に大きく左右されると考える。」「日常生活能力を重視した場合、精神発達遅滞や痴呆など他の影響 

を受けるため身体機能そのものの障害程度を判断しづらくなります。このため 神経学的所見、筋 

カ、関節可動域に比重を置き、極力他の要因の影響を除外して認定しています。」、「障害者の立場か 

らすれば最も重要な点であると思われる。しかし、認定する際に複数の障害が重複する場合など、 

個々の障害の日常生活能^を判断するのは難しいと思われる。」、「本人の意欲及び一般灰態により日 

常生活能*は変化するので、障害状況が変化する可能性が高いのではと思います。また、有期認定 

の必要性もあると考えますが、実際には、事務的に再認定に対応ができるか不安です。」、「運動機能 

障害に知的障害が合併する場合,日常生活ではそれぞれの因子を区別できない場合もある。」「脳原 

性運動機能障害の認定については、器質的障害よりも動作性に着目して認定しているが、同等級の 

肢体不自由に比へ 介助度等が軽く公平性に疑問がある。」、「機能障害を伴わない場合は、障害等級 

決定の判断が非常に難しい」という消極的な意見や、「脳性麻痺等の場合も、ほとんどが上肢、下肢、 

体幹機能障害において機能障害の認定を行っている。」（2例）、「脳原性運動機能障害の認定等で日 

常生活能力の視点を移動機能障害の認定について照らし合わせ導入することで問題はないが、±JK 
機能における日常生活能力の視点は現状にそぐわないので、機能障害にも着目し認定をおこなって 

いる。」「というようにむしろ積極的に機能障害の認定の方を優先する運用を実施しているところも 

あった。

逆に、「今後は、日常生活能力の方向に向かっていくと思われる。日常生活能力中心でよい。（介 

護認定がその方向であるため。）」（2例）、「内部障害においては数値だけでは明確に患者の状況を判 

断できないケースもあり、やはり日常生活能力の記載は患者の状況をより正確に把握するためにも 

必要と考える。」「筋力△ （MMT3）、筋力x （MMT0-2）が全く参考にならない事例や、著しい錐体外 
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路症状のある事例などはADL抜きでは評価できないこと。」、「じん臓について、クレアチニンの値よ 

りも透析導入を重視する医師側からの批判が強い。」、「機能障害の程度と日常生活#肋とが必ずしも 

一致しないことは明らかであり、日常生活能力も評価の対象として導入すべきである。」といった前 

向きの意見もあった。また、「肢体不自由においては単に関節可動域や筋力テストの結果だけでなく動 

很 活動についても重要であると考え、総合的な判断をしている。」、「内部機能障害等においても日 

常の活動能力の面を認定の際に考慮している。」と実際に運用している例もあった。

「日常生活能力の視点を組み込むことは、実態に即したきめ細やかな判定になると思われるが、 

例えば左ききか右ききかなどで障害等級が変化するとなると膨大な情報を判定に要し運用ヵ灘しく 

なるのではないかと思われる。」「ADLの評価は、障害による生活困難度をよく示しているが、患 

者からの申告によるものが多く、評価に客観性を欠くためsばらつきが出現しやすいという欠点が 

あります。一方で、神経系統の疾患では、関節可動域 筋力のみでは的確な評価が得られず、その 

認定については医師によっても評価が分かれるところです。神経系統の疾患については、脳原性に 

準じて、日常生活動作に重きを置いた独自の認题準を設定していただければ効率的認定ができる 

と思われます。」という賛否両面からの意見もあった。

「ADLについては、診断書细の場面で実態を正確に捉えることは難しいと思います。実際にA 
DL、歩行、起立位については聞き取りによるものが多く、診断書の内容と実態が異なる場合があ 

り、客観的な根拠に基づく認定方法に拠る方が公平性が保たれていると考えます。また、認定する 

側の認定鹼として成り立ちやすいと思います。」といった認定方法についての提案もあった。

2-（5）生活の不便さの視点導入について

現状では、免疫機能障害の認趣準に、生ものの節食制限等が取り入れられている。このような、 

社会的な環境要因を踏まえた認定について、その実態と運用上の問題点を尋ねた。

「現状どおりで特に問題なし。」（6例）、「身体能力の程度を示すための参考とはなるが、今後、 

認曲準としての項目数が増えることとなれば、検鐵値による身体能力の客観的な判断に加えて、 

社会活動の制限の双方を加味していくことになり、同一報内での、身体機能.能力の程度に差が 

現れてくることが考えられます。また、身体障害者手帳に該当しない痴青により社会生活に著しい 

制限を有する者が多数いることを鑑みると、認卓準に社会的要因に関する項目を加えすぎると、 

原因となる疾病の特異性が薄れてしまうと思われます。」、「個人によってとらえ方が異なるので全て 

の障害にあてはめるのは難しいと思われる。」「社会的な環境要因をふまえた認定の場合も，診断書・ 

意見書の髀を国の認题準に照らして障害認定している。」、「あいまいさは否めない。」「障害者の 

社会的な環境要因（生活環翳）を正確に捉えた診断書を記載するのは困難かと思われ,実態調査 

を行う必要も考えられます。そのため手帳交付期間が現行より大幅に遅れることも考えられます。」、

「高次脳機能障害などは生活上の不自由はかなり大きいが現行の診断書様式に照らすと認知障害等 

は該当しないため障害認定されない。生活上の不便さを基準に取り入れていくと、介護保!翹定に 

近いものが想定され 医師だけでは作成できなくなることが予Mされる。」といった消極的意見がほ 

とんどであった。

「自覚的所見（活動能力の程度）を優先すると、「言ったもん勝ち」となる可能性があり、それを裏 

づける他覚的所見（礎数値など）は絶対に必要である。」という生活の不便さの視点のみの取り扱 

いに反対する意見もあった。

例えばよく質問があるケースで肢体不自由において、

一方で、「患者の疾病の状態から判断し乙 医師が社会生活や家庭生活を制限しなければ痴^•障 

害状況が悪｛匕する虞があるものについては、認定基準に取り入れて差し支えないと思われます。他 
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の疾病や障害（例えば呼吸器機能障害や腎臓機能障害等）についても、そのような認世準を加え 

る必要があると思われます。」「今後は、こういった社会的な環境変化に即した視点で、少しずつ取 

り入れるべきだと思う。」「手帳を取得することで社会参加の促進が得られるなら、生活のしにくさ 

も認定の観点に入れてはどうかと思う。」「国で一定の基準が示されるならば、反映する意味はある 

と考える。」という賛成の意見もあった。

「医療、医療機辭の発達により障害があっても社会生活を積極的に営む事が可能になってくると 

思われ ますます、社会生活上の制限に対する認定も含めるよう要望が出される可能性はあると思 

う。」という客観的な意見もあった。

3-（1）手帳交付の際の診断書-意見書にもとづき再認定が必要とされた場合、再認定の手続きを実 

施していますか。

48箇所中、「している」33ヽ「しないときもある」15、「していない」10であった。

「するときもある」または、「していない」理由としては、以下のものがあった。

•再認定が必要な場合の基準自体が作成されておらず、また内部的な調整もすんでいないため。 

•子供の場合や，手術等によって障害が軽化されると判断される場合のみ実施〇 （5）
・診断書•意見書の再認定時期については，重度化することを前提として記述しているものが多 

いため。

•県で未実施（準備段階）であり、県に合わせて実施してゆく考え。

•発育により障害程度に変化が生じることが予想される場合や将来的な手術により、障害程度が 

変化することが予想される場合には、再認定を実施しているが、その他については症状の固定・永 

続性を以って、障彙定を実施していることから、再認定を実施していない場合が多い。

・憐冲⑶

・法別表に掲げる障害に該当するとの判断は障害固定の判断と考えられるため基本的に再認定を 

付していない。悪（匕の場合は随時魏凌更の手続きができる旨、申請者に伝えている。なお、乳幼 

児等、特に判断が困難な場合は、社会福tit審議会に諮問の結果、再認定を付しての認定を行うこと 

が必要とされたものについてのみ再認定を行っている。

・事務吏員が障害認定を行っているためs今の認謹準では再認定の時期について適正な判断をす 

ることが難しいので実施していない。また、再認定が必要と記載される診断書•意見書が非常に多 

く、すべてを社会福tit審議会で審査することもできない。

・平成16年度中に再認定制度を実施予定。しかし、再認定を要すとの意見が付いたものを全て対象 

とするものではない。

・事務量の関係で、現在の体制では対応できない

•審査部会に諮問再認定不要との答申があった場合は診断書•意見書に再認定が必要とされてい 

ても、実施しない場合がある。

■対象者が6歳未満の場合;基本的に就学前に再認定を行っている。

■18才未満の者に対しては、医師の指示に基づき、実施している。

•人工関節置換や人工ペースメーカー植え込み等障害固定が明らかな場合等。

・心臓機能障害で障害の状態が軽減される内容や］級の所見であっても、人工弁、ペースメーカー 

の手術が予定されていない場合、再認定要としている。逆に、聴覚障害で高齢の場合、肢体不自由 

で人工関節術後は要と記載されていても不要としている。

また、要望として、「全国的な再認定の基準を作成すべきであり、手帳交付を行う自治体毎に再認 

童準を作成すると地域格差が生じ、混乱が生じると考える。」という意見があった。
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3 ■⑵医揺の進歩に伴レ昨の改善が期待できる場合等に再認定を実施していますか。

「している」35ヽ「しないときもある」6ヽ「していない」18であった。

「しないときもある」または「していない」理由としては、以下のものがあった。

•再認定が必要な場合の基準自体が作成されておらず、また内部的な調整もすんでいないため。

・平成16年4月より、再認磔施予定。

•再認定の手続きについて県で未実施（準備段階）であり、県に合わせて実施してゆく考え。

・社会福^審議会で審議されたものについて、審議会の医師が再認定の必要ありと認めた場合は、 

そのようなこともあり得る。

・どのようなケースにこれを適用するかには、専門的な判断が必要と思われるが、事務レベルでそ 

こまでの判断をすることは非常に困難である。

•更生医療や児童に於ける成長麟により障害が軽減される見込みのある場合には再認定とするが、 

より重度の障害になる可能性として言嘯のあるものは程度変更として申請するものとして再認定は 

実施していない。

・どの障害者が、どの医学的進歩により再認定が可能なのかなどの徳は事実上不可能。

診断書•意見書の記載及び靜部会の意見に基づいて対処している。

・平成16年度中に再認定制度を実施予定。ただし、医学的進歩を予見して再認定を付すといった専 

門性の高い判断を、年間数千件の審査に医学的知識の少ない事務員が反映させることは輟上不可 

能と思われる。

•手術等で明らかに障害の状態が軽快する予測がある場合を除き、「医学等の進歩」といったあやふ 

やな将来の期待による再認定は行っていません。（診断書を取るについて本人の時間的、金銭的負担 

姗かるため）

・乳幼児籬状の改善が期待できる場合は実施している。

・診断医により再認定が必要とされた場合、審査部会により再認定が必要とされた場合は再認定を 

実施している

•対彖者の把握が困難であるため。

•医学等の進歩に伴い症状の改善カ糊待できるといっても、その時期が不明確であり、最認定の実 

施時期を確定できないため。

•手帳交付後、指定医師の判断により（重くなる又は軽くなるに関わらず）、障害程度が変わった場 

合は、再申請の手続きを踏まえ、障害程度に見合った認定を行っている。

中

・心臓機能障害の場合、人工弁、ペースメーカー等の手術以外は再認定要としている。

■医学的に障害状況が改善されると、交付申請時点で瞬できる場合、低位の等級の認定を行って 

いるため。

3-（3）一定の期間毎の再認定を実施するとするとそれは可能ですか。

可能24、不可能9、わからない26であった。不可能またはわからないの理由は以下のとおり。 

.件数が多いためs把握することが不可能

•具体的に示されていない現段階では分からない。

•再認定に際しての診断書費用等，障害者負担が大きいと思われる。

•有姗間を設けて手帳交付するということは、「障害の永続性」によって、「身体障害者」と認定 

されるという従来の考え方とは異質であり、固融間等の意義や必要性も薄れてくるのではないか。
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•再認定の手続きについて県で未実施（準備段階）であり、県に合わせて実施してゆく考え。

・次回再認定期日を常時把握できる体制が必要となるが、本市においては、現在のところ手作業に 

よる管理であり、電算化等の対応が必要となるため。

•再認定申請を行った者と怠った者の不公平感が生じないためにも、対象者全員に再認定を受けさ 

せなければならないが、事務的にはかなり手間がかかるものと予想される〇

•認定事務が煩雑になるためs頻度や対象者数によっては困難と考えます

•実際の運用面（人員、費用等）について不明な点が多い

•可能と思われるが、「一定の期間毎の再認定」がどのように設定されるのか具体性がないため、現 

時点では可能か不可能かわからない。

•再認定を実施する場合、再認定を受けるよう通知をしても、軽快していれば手続きをしないこと 

が十分考えられるので、物性を欠くおそれがある。たとえば原因痴^など明確な基準及び再認定 

を受けなかった場合の手帳の効力についての規定が全国共通で定められれば可能と考える。

・1ヶ月前の通知が必要であり、通知のシステム作りが必要となるためS準触間と相当の費用が 

必要となる〇

•障害が固定してはじめて交付が可能となるにもかかわらず、再認定を要すること自体が「障害」 

の概念を分かりにくくしてしまう恐れあり。

.現在、知的障害者の手帳（療育手帳）では、個別に再認定が付されていることが多いが、更新の 

手続きを行わない場合に、手帳に付随するサービスを停止するべきかどうかの判断が非常に困難で 

あることから、再認定を受けない場合でも効力を継続させる場合には、当初の認定を「最低限の等 

級」にとどめるべきと思われる。

.全件の再認定を行った場合、診査を受けない者への督促や返還命令など福祉事務所の事務が増大 

すると考えられるため

・心臓機能障害においてペースメーカー又は人工弁置換を実施した者以外には一倉間の再認定を 

付しており、部位によって可能と思われる。再認定では申請に診断書の添付が必要となるが、すべ 

ての障害で実施する場合、病院での診断書作成料が高額なため本人の財政状況に負担がかかり、運 

営上批判の対象になりかねないと思われる。

・障害固定の原則にもとづいて認定しているため，再度の診断の手間や負担など不利益が生じる可 

能性がある。ただ，ストマの穴がふさがれるなど障害対象から外れる例もあるため，一概にはいえ 

ない。

•障害児についてはすでに実施している。

•現状でも年数を1〜5年で区切って（障害の状態により、個々実施している。全体で区切っては 

実施していない。）実施している。

•障害固定の状況で障害手帳を交付するのが原則であるので、もしあまりに変化が予想されるので 

あれば身障手帳は交付されないはずである。その後状況が変わるかどうかは新規申請時に指定医師 

が判断するべきものでありその後一律に再認定をするのは身障者の労苦を考えると現実的ではない。 

.一定の期間毎の再認定の手続きについて，現在楣寸中。

•当市の手帳所持者数は約7万人、新規交付だけでも年間約6000件。10年毎としても更新事務は 

年間数千件®審査の増加を招くものであり、到底不可能。再認定対象者だけを有期認定にする方が 

現実的。「症状の変動も否定しきれないが、症状固定で一応永続しうる」という論理よりはわかりや 

すい。

•身更相への事務移管を憐寸中で、移管後の体制による

•期間毎の再認定が適当なものと不適当のものがあると考える。それらを判断しうるか現時点では 
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わからない。また申請者に一倉間毎に診断の負担をしいることになる。また認定件数が膨大なも 

のになるのではないかと予想される。

•審査件数が何倍になるか想定しないと可能かどうか

•再認定の期間や認定すべき件数等によります。ただし、再認定は障害者に負担をかけることにな 

るので、一律に全員を再認定の対象とすることは避けるべきかと思います。また電算処理の変更や 

医師への通知などに準触間が必要です。

.全ての身体障害者を加に再認定を実施した時、当センターの人員配置では実務上対応できない 

虞があります。

・面積が広く、医師が都市部に偏在するという当県の巒性もありますが、地域に指定医がおらず、 

容易に他の地域の医療機関に受診に行くことができない重度の人が取り残される虞があります。

•人員・経費負担が大きいため。

•寝たきり等で再診困難な対象者に対して手帳を有期としても、再診を不可能な場合が考えられる。

・すべての身障手帳所持者に再認定を実施すると、行政側としては事務艶しきれないし、障害者 

側は診断書•顔写真などをその都度用意しなければならないため負担が大きくなる

•事務量の増大が見込まれることによるマンパワーの確保の必要性、手帳所持者の理解が必要とな 

るものと考えます。また、障議別により適切な再認定の時期が異なっているので、一倉間を定 

めての再認定は不適当と考えます。

•身障手帳の所持者はあまりに多く、全員に一定の期間毎の最認定の翩付けは、市町村、県の負 

担が増大し、何よりも障害者の理解が得られないのではないか。現状のとおり、心臓の甦医療（PM、 

弁置換以外）や医師の指示があったものに必って再認定を実施したい。

・一人一人の診断書を取り出して再認定が必要かどうか判断することは困難と思われる。

.機械的に一定の期間ごとに再認定を行うこと自体は可能と考えるが、障害の状態が固定（匕した者 

にまで再認定を行うことは意味がないと思われ,一律に一定の期間ごとに再認定を行うことが妥当 

かどうか分からないため。

・診断書料などの患者の負担の増大、事務量の増大などの問がある。

鈕3-（4）症状固定の時期 高次脳雌轄、幼児x人工透析の場合など、認 期潮しいあ

りますが、その実態と運用上の問題点があればお書きください。

［乳幼児］

・3才未満の場合は、3才を過ぎてからの認定を原則としつつ、残存しうるであろうと予想される

範囲で客観的な所見（BOA,ABR,視覚誘発脳波など）があれば、認定し、3才以降再認定を指示。

•幼児については、医学的判断が可能であれば、認定を行っている。但し再認定をつけている。

・年齢が低いためにできないものと、認謹準に合致する永続する機能障害によってできないもの 

との判別力灘しい

・症状固定の時期は特に定めていないが、申請があった場合は障害の種別を問わず市社会福祉髓 

会の答申に^£づいている〇

•乳幼児の先天性疾病等を原因とした障害については、これまでも、再認定時期を設定して障害認 

定をしているが、近年該当者が低年齢f匕してきており、生活年齢に応じた運動能力と障害に起因し 

た運動能力の見極めが困難である。しかしながら、早期の機育劃練による回復の可能性を考えると、 

障害者認定に伴う福祉施策の実施は本人、及び保護者にとっては、必要な扶助であると思われる。

•幼児の認定は6オ時再認定を実施している。

・手帳交付はおおむね3歳以降に行うものとされているが、診断時に3歳未満の場合、欠損•切断 
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以外は症状固定の判断を事務レベルで行うことが非常に困難であるためS必ず社会福祉審議会に諮 

問している。実際、手帳を交付後に障害が軽減されても、手帳が返還されることは見込めないため, 

認定には慎重を期さなければならないと考えている。慎重を期すのであれば、上位等級での認定は 

避けるべきではないかと思われる。3歳未満の申請は主に脳性麻痺.先天性疾患、染色体異常を原 

因とするケースが多いが、特に心臓機能障害については1歳未満での申請が増加傾向にある。なか 

でも、先天性心臓戻患で、根治手術を含む一連の手術が予定されているにもかかわらず、申請が出 

されることが多い。手術を前にして、根治術終了後にどの程度の障害が残存するかを予測すること 

は現実的でない。審議会では「重度であることは理解できるが、障害固定との判断は困難」、また「一 

旦、1歳の誕生日が過ぎれば再度の申請を」と瞬が出ることが多い。できるだけ早く手帳のサー 

ビスを使いたい保護者からの納得は得にくいところである。保護者の会のネットワークがあるため、 

〇〇市では認定になった、という情報がすばやく浸透する。発行機関それぞれで葩会をもつためS 
判断は地域で異なり、個人差もあるということを理解していただくほかはない。なお、当初は該当 

項目をすべて満たしていたが、諮問により却下後、数回の手術を行い再申請されたところ、認定の 

対象外であったというケースもあった。該当項目を満たしていても、事務レベルのみで認定するこ 

とは今後も考えていない。なお、極めて重度の場合には1歳未満であっても認定可能と判断される 

ことがある。視覚障害（眼底所見などから）、聴覚障害、心臓機能障害（ペースメーカー圖氮 予後 

不良のトリソミー）など。

・幼児の場合や脳血管障害の場合など，様子見の期間経過時間の具体的な基準が明確でないため, 

どこのサイドでも混乱がある。

•幼児については、ケースにもよるが、症状が固定していれば認定はする。ただし、6歳児に再認 

定を必ず実施する。

•幼児について、聴覚障害ABR等で所見があれば?助児も認定。その他の障害については、審議会 

に諮り3〜5歳児又は徘亍後再認定として交付。

.特に幼児の脳原性機能障害（移動機能障害）については、加齢にともない筋力が増加あるいは減 

少し移動能力が変わる事が多いためs1〇歳程度で再認定を行うべきとの医師からの意見がありま 

した。

•幼児の場合は成長に伴う変化があるためx原則は再認定を付しての認定としている。

•幼児については、原則として疑義棘に則って認定している。

・幼児の場合は、3歳未満児について原貝啲に6歳時に再認定として有期認定しています。

■ 2歳未満の乳幼児については全て審査部会での審査としている。

•幼児については、障害内容 程度により再認定を実施する場合があります。

•乳幼児については、切断等によるものを除き、すべて審査会に諮問している。

・幼児についても医師の判断によるが、障害程度や永続性が明確でない場合には再認定を行ってい 

る〇

•乳幼児（3歳未満）の認定について、特に肢体不自由（欠損を除く）の場合、正確な判定が困難。 

正確さを期するためにも一定の年齢制限等は必要。

•幼児の場合、3才未満で障害固定が明らかなものは別として、障害が永続すると判断できかねる 

場合は障害認定するべきか、数年様子観察した後再申請してもらうべきか判断に迷うことがある。

・孚⑻児に係る障害認定は、「概ね満3歳以降」ということになっていますが、実際には、聴覚、肢 

体不自由および内部障害などで、3歳未満での申請もかなり見られます。

•幼児については、再認定を設け、成長による障害変化に対応している。

・医療技術の発達から、幼児（特に3歳未満）からの申請も出ている状況であるが、判断に苦慮す 
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る例はある。

•診断結果が認越準を満たしている場合は障害認定を行っているが、おおむね3歳になった際 

再認定を行うよう指導している。

・今後の発育過程で回復が見込まれる場合は3歳以降，見込まれない場合には有期認定として3歳 

以前でも認定することもある。

•幼児に対しては15年4月より3歳未満児における6歳児時点での再認定を設けている。

•認定に必要な諸谿を実施できない幼児の場合、判断できなければ時期をまってということにし 

ているが、その場合、受けられるサービスを利用できないということで不満の訴えがある。

［人工透析］

・透析導入前の数値を原則としつつ、導入後の数値でも認定（再申請による等級への認定も可。） 

・透析卿台日のデータだけでなく、透析導入に至るまで数回、透析導入時、透析導入した後、数回 

の血清クレアチニン濃度（最大間隔透析前値）の数値を明記してもらい、それらを総合的に判断し 

ている。

・発症後2ヶ月を経過しても、腎機能が回復しない場合で透析網寺が必要である場合は認定してい 

る〇

•腎臓機能障害は急性期のものについては経過舷後、慢性腎不全に至った場合障害認定をしてい 

る。ただし、認定時期が困難な場合（6才前の幼児については全て）は社会福祉審議会審査部会に 

諮問している。

•人工透析を実施していれば1級として認定している。

・人工透析の場合、導入時期ではなく、血清クレアチニン濃度で認定。ただし、透析導入後、3ケ 

月経過している場合は、この限りでなく所見により認定。

•透析離脱困難との意見がついていても離脱した事例もあるが、多くは再認定を適切に付すことで 

対応できよう。

・人工透析は平成15年4月1日から血液浄化を目的とした治寮をすでに行っているものは血清ク 

レアチニン値に関わらず1級認定している。

•人工透析は永続的な人工透析が導入されれば認定を行っている

・透析を施行されている者については、透析離脱の可能性がない場合（医療機関に照会を行い瞬） 

に認定しております。

•血液浄化療法を秋的に6カ月以上瞬 して実施している場合には血清クレアチニン濃度が8・ 
Omg/dl未満でもすべて1級として認定している（ただし糖尿病性腎症では、血液浄f喙法を 

铁的に3カ月以上觴 して実施の場合）

•人工透析については、本県の場合,人工透析が導入され,その後も人工透析を永続的に行う必要 

のある者については1級と認定しているので、そういう場合は申請があれば認定を行っている。

•人工透析の場合は、瞬しての透析が必要であれば認定対象としている。

•人工透析については、透析をもって1級の申請がある場合がかなり見受けられる。

・基準においては、血清クレアチニン濃度（内因性クレアチニンクリアランス値）の検魏値が条 

件を満たしており、かつ、透析を謝台していなければ障害認定を行わないこととなっている。

•人工透析を行っていれば、日常生活の制限においては、髓数値などは関係ないことから、透析 

を行っている場合の認题準は見直しを検討しても良いのではないか。

・人工透析の場合、離脱区讎で4級以上のCr値を満たしている場合は1級相当。

［高渕漪能障害］

•障害認謹準に照らして認定できるもの（失鹹など）は認定する。
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•高次脳^能障害については現在対象としていない。人工透析については、人工透析実施前の般 

数値が分かる場合は、その数値により認定を行っている。

・高次脳^能は、医学的・客観的な観点から、機能障害が永続するものと判断することが難しい。

•高次脳^能障害等の中枢神経障害の認定は発症讎本的には6ヶ月経過後としている

・そもそも障覩定の対象とならないことが多い分野の障害であるが、廃用症候群で筋力が著しく 

低下し、回復の見込みがない場合には肢体障害の認定が可能であると考えている。

•言語障害、記憶障害などは、症状に変動があり、医師の判断が混乱するように思われる。

•脳血管障害及び意識!章害 発症から通常6ヶ月経過後に症状固定の判断をすることを原則として 

いるが、指定医師が障害固定と判断される場合は3ケ月を目安としている。3ヶ月未満であれば審 

議会に諮問する。重度の場合、3ヶ月未満で医師から改善の見込みなしと聞かされた家族からの相 

談は多い〇

■発症から通常6ヶ月経過後に症状固定の判断をすることを原則としているが、指定医師が障害固 

定と判断される場合は3ケ月を目安としている。3ヶ月未満であれば審議会に諮問する。重度の場 

合,3ヶ月未満で医師から改善の見込みなしと聞かされた家族からの相談は多い。

■個々の事例で認定時期に個人差があるため、脳血管障害等疾患の場合で発症年月日から約6ヶ月 

経過していない場合には医学的判定を要すると思われるため審査部会委員へ諮問答申し交付してい 

る。また、障害が軽減する可能性がある場合には再認定を付している。

・高次脳^能障害は、病状の改善と同時に早期のリハビリが必要となる。関節抱縮や筋力増強のた 

めにも認定力灘しいが、脳!更務と同雌状固定に6ヶ月みている。早くても3ヶ月。

高次脳機能障害の認定は、3ヶ月経過後であれば障害認定を受けているため手帳交付後に身体機 

能の改善が著しく手帳の等級と本人の障害状況が異なることがあります。特に高次脳機能障害にお 

いては、身障者の判断が難しく、仮に身障手帳が取得できてもその後のケアが身障者の制度でフォ 

ローすることに非常な困難が伴うのではないだろうか。個別の判断基準とケアの体系が必要と考え 

る。また、幼児の認定においては早めのケアや福祉側のフォローが当該幼児における回復に大きな 

影響を与えることを考えるとなるべく認定をすることが必要と考える。そのための判断基準も個別 

に必要と考える。

•高次脳^能障害については、運動機能障害が生じていれば認定、幼児の場合は国ガイドラインど 

おりに6歳時再認定、人工透析の認定時期は国ガイドラインどおりである。

•高次0漪能障害を対象として身体障害者手帳の認定はしていません。(4)
・高次脳機能障害の障害認定は、事務レベルでは判断困難であり審査部会での審査としている。

•失語症を除く高次脳機能障害については、身障法に基づく障害者に当たらないものとして判断し 

ています。

•高汝脳機能障害については、医師の判断による。

•高次脳機能障害があることにより身体機能の障害認定に問題があるか?ということであれば、痴 

呆と同じように、関節可動域の制限や筋力低下が認められれば、障害認定を行なっている。高次脳 

機能障害と肢体不自由がある場合、肢体不自由が軽度の場合が多く、早期のリハビリテーション実 

施が好ましいが、症状固定の判断について障害認定時仁見解が分かれてしまう。

•脳血管疾患及び頭部外傷は3〜6ヶ月後

•高次脳^能障害，艇性意識障害については，別途基準を設ける必要があるのではないかと考え 

ている。

［医師の判断］

・どの場合でも、指定医師の判断が非常に重要になってくるが、身障法の理念を理解されていない、
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あるいは対象者からの依頼力锹心であることが多いように思われる。特に上位等級での申請の場合、 

リハビリテーションの観点からの認定というよりは、医療費助成の観点からの認定という色合いが 

濃くなってきているのではないだろうか。どの場合でも、指定医師の判断が非常に重要になってく 

るが、身障法の理念を理解されていない、あるいは対象者からの縛が熱心であることが多いよう 

に思われる。特に上站級での申請の場合、リハビリテーションの観点からの認定というよりは、 

医療費助成の観点からの認定という色合いが濃くなってきているのではないだろうか。

•障害が固定しているかどうかは、医師の判断以外に判定する要素がないので、障害発生から非常 

に短い期間で障害が固定したと診断されていることがあり、疑義が生じることもあるが、診断書・ 

意見書に障害固定日が記載されていれば、障害が固定したと判断しています。

•原則として指定医師の判断にゆだねている。

•医師の専門的な判断を仰いでいるため運用上問題はない。実態との整合性については再認定を行 

うことで適正を図っている。

•基本的には医師が将来において改善の見込みが殆どないと判断していればそれをもって認定を行 

っている。

・原則としてガイドラインの規定により認定を行っており、判断困難な事例は県社会福祉審議会に 

諮問している。

•指定医師の判断にて認定している。再認定（1〜5年）を設けている。

・脳血管障害や3歳未満の障害認定の場合は、医学的判断や客観的データの有無などの確認は診断 

書上は判断しにくく、医師に連絡し瞬をとる場合が多い。

•極力診断書記入医師に状態を瞬し、必要があれば更生相談所、最会の意見等を聞くようにし 

ている。

［認定時期］

•認定時期については、扌旨定医が障害固定と判断した時期となるが、個々の事例が全て医学的に妥 

当かどうか判断が難しい。高次脳機能障害は現行基準での認定仁困難さがあり、人格面、記憶力、 

思考力面の認港準が必要である。

•認定時期の決定が匪讎であるとは考えていません。

・少なくとも、半年間の経過観察を行い、短期間での再認定を定めて交付している。

•先天性内部障害については、有期認定をしています。肢体不自由については、個別に判断してい 

ますが、関節可動域や筋力からの判断はできず、痴^の状態と診断医の総合所見によっています。

廖礎眩3-（5）リハビリテーションの観点 害などリハビリテーションの観点からは、症伏固

定を待つよりも早めに障鏑定をしてベッドサイドからリハビリテーションを実施することが好 

ましい場合もあると思われます。これに関して実態と運用上の問題点があればお書きください。

•遷延性意識要害の認定については、在宅や常時の医学的諫を要しない者には認定を行っている 

が、ほとんどの場合は人工呼吸器諫を要する状態での入院であり、認定対象外となるケースが多 

い。実際、認定を行ってから、在宅等での医療ケアを行う方が本人の更生及び家族の為によいので 

は?と思う。（手帳を所持することで、日常生活用具S補装具S医療費助成等のサービスを受けれる点 

から。） 

・現在のところ、症状固定した後に障害認定を行っている。

•症状固定を待って申請してくる場合、リハビリを実施して申請をしてこない場合など、身障法1 
5需旨定医師の判断にゆだねられている。

・障害原因別に認定時期のガイドラインを示していただくことが望ましい。
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•遷延性意識障害について、固倉間を6ケ月として定めているが、適当といえるか。

•身体障害者認定が障害者の更生援護を目的に実施するものであることを鑑みると、障害者認定を 

行い、比較的早期から機能訓練を実施していくことにより、日常生活能*の回復が期待できる場合 

が考えられます。該当者にとっては、障害認定に伴う医療費扶助制度が利用できる時期が早まる刈 

ットがある反面、自治体にとっては医療費負担篆 扶助的経費が増加するテ、、刈外が考えられます。ま 

た、何時の時点を以って認定とするのか、認定時期の判断力灘しいと思われます。

•常時の医学的諫を要しなくなった時点に行うこととされてきたことから、発症後少なくとも3 
ヶ月以降に認定しています。この時期までの急1擲・回復期のリハビリテーションは医学的治療に 

位置づけられ 更技護とは区別してよいと考えます。

・リハビリテーションま 経過後の予後の状態が明確になってから認定するとしており、基本的に

発症後6ヶ月を目途にしている。しかし、リハビリを実施するまで至らない艇性意識障害の6ケ 

月経過しない場合の早めの障害認定に苦慮している〇 

・意識5章害の場合.常時の医学的管理を要しなくなった時点で障害の認定を行うこととされている 

が、この「常時の医学的諫を要しなくなった時点Jの判断基準が曖昧である。

•先に再認定制度を確立する必要がある。

・輕性意識障害の場合は、6カ月経過していれば認めている。早い時期のリハビリテーションと 

いう観点から見ると矛盾しており、圖中である。

•早めに障害認定をすることは、「常時の医学的管理を要しなくなった時点において認定する」とい 

う意識障害を伴う者の障為定の基準に沿わないとも思われる。また、もし障害認定をした場合, 

リハビリテーションを実施することにより多少の回復が見込まれることから、再認定の期間を設け 

ることが望ましいと思われるが、その期間の設定力灘しいと考える。

•現実には、医療費助成など制度利用に着目した申請が］まとんどであり、どのような観点にせよ、 

早期の認定を可能とした場合、申請が一挙に増加することが危惧される。ベッドサイドのリハビリ 

テーションが在宅で行われるものであるならば、早期の認定も必要かもしれないが、症状固定の原 

則を崩す場合は現在の手帳制度を理念から見直すことが必要になると思う。繰り返しになるが、求 

められているのは障害認定ではなく物質的助成であり、手帳がなくてもリハビリ等の舞が受けら 

れるように轴されてもよいのではないだろうか。

•障害固定がなされていない状態では、障害認定はしていません。障害等級によっては、医療助成 

があるので、早めに障害認定することにより医療費の本人負担額を騎咸させリハビリを促すことが 

できると思います。しかし現状では、長期入院の医療費を軽減させるため、医療機関に手帳の診断 

書•意見書の記載を促すケースが増えています。今後、早めに障害認定したとしても、社会復帰に 

つながるケースが増えるかは疑問です。

・题性意識障害は早期リハビリが好ましい。障害認定は期間を定めて、再認定するのが好ましい 

が、即認定とするかは問題である。見込みはつけにくいが、15韶旨定医師が診断書をかける状態で 

あれば、再認定をつけ、認定する。

•実際には病院に入院させておけず、在宅サービスを利用するために、手帳の申請をするケースも 

ある〇

・発症から3ヶ月経過後の状況で障害認定を受けているので、これ以上の卑期認定の必要性は身体 

福祉法上から感じられません。

•そもそも遷延性意識障害の認趁準があいまいであるので認定が難しいのが現状である。やはり 

もう少しデジタルな認港^が必要。

・身体障害者福祉法別表に規定する身体障害に該当することが診断書•意見書の記載内容から確認 
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できれば，審査部会の意見もふまえ，例示のような場合でも認定している。

•障害認定とベッドサイドリハビリテーション訓練は無関係では。手帳認定による対象者世帯の医 

療費負担の問題と各医療機関のリハ訓練の方針とは別問題ゆえ。症状固定による永続性という論理 

からは、三ヶ月未満での認定は困難な事例が多いと思われる。

•数か月単位の再認定を複数回要すると考えられ,手続き的に障害者•県とも手間がかかりすぎる 

のでないか。

•遷延性意識障害については、医学的な処置が終わった時点で障害認定を行っているためS輟上、 

他の障害よりも早い時期での交付となっている。

•障害認定をしなくても早期からリハビテーションを実施すべきであり、障害認定の時期は在宅生 

活への準備を始められる状態の頃と考えます。

•脳梗塞などの場合S 3ヶ月を目処に退院させる病院が多いためsその時期に認定して欲しいとの 

ニーズがあります。そのためS重症な場合は比較的早い時期で認定し、再認定を設定しています。

・脳血管障害と同様に、3か月を目安としての認定が適当と思われる。

•急性期治療が終了して症状が安定し常時の医学的管理が必要でなくなった場合で、医師が一応の 

症状固定と判断した場合は認定を行っている。

・原疾患の治療が終了し、発症から概ね3か月が経過した時点で医師が機能障害が永続すると判断 

した場合には認定の対象としています。

・リハビリテーション後の障害であるのに、リハビリテーションをするための障害制度の利用とい 

う矛盾があり、順序が逆になっている。補舉 リハビリテーション等の医療行為を充実されるべ 

きである。

•症状の固定を待って障害認定している。障害固定を待たず障害認定すると、再認定が必要となっ 

てくるためS身体障害者診断書・意見書の再提出が必要となり、身体障害者の錢的負担増加が問 

題として考えられる。

•遷延性意識障害の認定については、医師が「原疾患についての治療が終了し、医学的、客観的に 

機能障害が永続する」と判断した内容の就がある診断書によって認定しています。

•遷延性意識障害がある場合の障韻定は常時の医学的管理を要しなくなった時点で行うこととし 

ている。

•麻痺など、将来残存すると予想されうる障害の程度をもって早めに認定をする場合があります。 

その為、リハプランなどをイ并記してもらっています。

■症状固定を原則としている。身体障害者手帳の交付と、医療行為は、直接関係していない。

・遷延性意識要害については、医師が医学的、客観的にみて機能障害が永続すると判断できるよう 

な場合は認定対象としている。

・意識障害のある患者については、現行の意思疎通が必要とする評価方法では無8な点がある。ま 

た、痴呆を含めて、意思疎通ができない場合の評!0®準を新たに設定する必要がある。

•リハビリテーションが網寺期に入った段階で症状固定と判断し、障害認定しています。

•艇性意識障害に関しては、原疾患についての治寮が終了していることを前提に、間とい 

うことで、一応6か月という期間を経過しているものについては、その時点で障害認定を行うとい 

うことで対応していますが、実際には、6か月より前の段階でも障害認定を行ってよいのではと思 

われるケースが見られます。

•若くして脳血管障害により肢体不自由となった場合、復職や福祉的就労を目指すため、リハビリ 

テーションを早期に開始したいが、症状固定の判断【こついて障害認定時に見解カヾ分かれてしまう。

（リハビリテーションで回復する見込みのあるものが障害の固定といえるのか?）身体障W者手帳 

を所持していないと更生施設等の利用ができないため、耳期のリハビリテーション開始が必要と認 
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められる場合は発症から6ヶ月から1年後に再認定を行なうこととし障害認定を行なうこともある。 

•症状固定の時期については、期間を短くしてほしいとの要望もある。確かに、障害認定を早く行 

いリハビリテーションの実施は好ましいことと思われる。しかしながら、病気治療と障害の区別を 

行うことが必要であることから、障害固定は必要であると思われる。ただし、固定時期(固倉間) 

については、どれくらいの期間が適当であるかは、今後憐寸する必要があると思われる。

•関節の拘縮,回復可能な筋力低下が認められれば,その部分に着目して認定している。また,発 

症から6ヶ月経過後，体幹障害として認定する場合もある。

•原疾患に対する治療が終了し、急性期のリハビリを実施しており、なおかつ、早急な援護の必要 

性を認められる場合には、再認定を付して早期の障害認定を行っている。

•障害が変わることがないと思われる場合は固定を待つより、即認定する方がリハビリの面からよ 

い。専門の施設に入るためには、手帳が必要な場合があり、本人にとっても施設に入ることができ 

ない場合が生じる〇

•症状固定をどの時期にするかは、医学的にもまた種々の制度上も判断が難しいと思われるが甦 

医療の適用などをすれば身体機能の改善が見込まれる場合は、交付してよいと考える。

•障為定は、「障害固定後認定の原則」であることから、設問の趣旨に理解はできるが、認定はす 

べきではないと考える。ただし、医学的、客観的なデータにより認定が可能な場合は、認定を行う 

べきと考える。

・どこまでが治療段階で、どこからが認定可能かという一定の判断基準を示して欲しい。

4.その他

4-(1)認定基準の見直しについて貴職が受けた甦

巻末#^資嗨十表参照

4-(2)認越準の見直しに対する貴職自身の甦にはどのようなものがありますか。

巻末##資^Wh表参照
4-⑶睫 

からの要

呈範囲の拡大について貴職が受けた要望にはどのようなものがありますか。それは、どこ 

望ですか。

巻末##資嗨十表参照

4-⑷强m囲の拡大について貴職自身の要望にはどのようなものがありますか。

巻末#^資濟十表参照

し⑸手帳に有姻間を設けるとしたら、それに伴う運用上の問題点についての意見をお書きくだ 

さい〇

巻末#^ 表参照

476)手帳の様式に関して意見があればお書きください。

巻末##資燥十表参照

4-(7)障静級のあり方

巻末##資沁十表参照

4-⑻更生と障害認定との関係について意見があればお書きください。
巻末#十表参照'

4-(9)その他 認趣全体の運用における諸問題、今後の障害認定のあり方等について貴職の意 

見をお聞かせください。

巻末结資^W表参照
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資料3 _1 平成15年鱒生ネ咧究費補且跆別册究務

「身体障害者の障害認定基準の最適化に関する研究」に係る調査のお願い

身体障害者福祉法における身体障害者の認定および福祉般は、視覚障害、聴覚・言語障害、 

肢体不自由を対象として発足し、その後内部障害等を包含する形で進展してきました。身体障害に 

とりいれられた当時は緒的な理由があったと考えられますが、身体障害者福祉法における更生の 

概念の変化、医療技術の進歩、障害の重度・重複化、I C F （国際生活機能分類:国際障害分類改 

定版）による新たな障害概念の普及等により、障害認定の対象がわかり難くなりつつあります。そ 

こで、本年度、「身体障W者の障害認定基準の最適化に関する研究」（主任研究者:柳澤信夫関東労 

災病院長）として、身体障害者福祉法が本来、目的とする更生援護を適切に達成し、かつ、真に必 

要な人に、必要なサービスを、適切な時期に提供するために、障害認定のありかたについて、障害 

認定及び実際のリハビリテーションを行っている現場からの視点で、論点を翹し、その対応策を 

彌寸することにより、今後の厚生労働省における障害認定基準に係る般の企画、立案に資するこ 

とを目的として研究を実施しております。

つきましては、下の要領により身体障害者手帳交付事務を行う自治体担当者のかたを対象とした 

アンケート調査を実施することといたしました。お忙しいなか恐縮ですが、ご趣旨をご理解の上、ご 

尽力を賜るようお願い申し上げます。

1調査目的

身体障害者の障害認謹準の最適化に関する研究の基礎資料とするため、身体障害者手帳交付事 

務を行う自治体担当者を対象として、制度の運用状況や問題点を調査する。

2程掾
身体障害者手帳交付事務を行う下記の自治体担当者。

都道府県（47カ所）、政令指定都市（13カ所）、中核市（3 5カ所）計9 5カ所

3調査票 別紙

4締め切り平成16年3月21日（日）

5 方法

同封の調査用紙に記入しご返送いただくか、または、フロッピーディスクのEXCELファ 

イルに入力しご返送いただくか下のメールアドレスまで添付ファイルでお送りください。EX 
C E Lの記入欄は、Alt+Enterを入力すると行が下がって行きますので自由にご記入ください。

【担当者•問合せ先】

〒336-0974 さいたま市大門3551 TEL/FAX 048-878-4069
Email terasima@urawa.ac.jp
浦和大学総合福祉学部教授寺島彰

【郵送による送付■先】

〒359-0042所沢市並木4-1国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所気付 

寺島彰
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資料3—2身体障害者の障害認定基準の最適化に関する調査票 （印刷A3版）

身体障害者手帳交付認定事務に関して、該当する番号を□に記入してください。記述が必要なところは（）内に記入してください。Excelで記入される場合、 

Alt+Enterを入力すると行が下がって行きますので自由にご記入ください。
なお、回答については、事務担当者が回答困難な場合は、認定担当者（医師）に協力をいただき全体を回答いただきますようにお願いいたします。その場合、 

回答用紙が2枚になっても結構ですのでよろしくお願いいたします。

回答者 所属 氏名 職種

1.認定基準運用の実態について

（1）認定基準は、国の認定基準（ガイドライン）と同じですか。異なる場合は、その内容を（ ）にご記入ください。

視覚障害（1.同じ、2.異なる） 匚］（内容:

聴覚•音声•言語障害

（1.同じ、2.異なる）

肢休不自由（1.同じ、2.異なる）

内部障害（1•同じ、2.異なる）

匚J（内容:

匚］（内容:

匚］（内容:

)

)

)

)

（2）認定に係る事務を実際に担当している機関はどこですか。（ ）内にご記入ください。

1•本庁 2.更生相談所3.その他 匚］（内容: )

（3）認定に係る事務を実際に担当している担当者はどなたですか。その他は、（ ）内にご記入ください。

1.医師2.事務官3.その他 匚］（内容: )

⑷認定の判断に窮した事例はありますか。ある場合は、（）内にその事例をご記入ください。

視覚障害（1•ない、2.ある） □ )

聴覚•音声•言語障害

（1.ない、2.ある）

（事例:

)

肢休不自由（1.ない、2.ある） | （事例:

内部障害（1.ない、2.ある） | （事例:

)

)

2.障害認定の原則について

（1）リハビリテーションを中心とした認定基準について
現状では、リハビリテーションを中心とした障害認定が行われております。そのために、老衰や末期ガンを対象にしないこととされておりますが、その実態と運 

用上の問題点をお書きください。

)
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(2)臓器に着目 した認定厂っいて
現状で#基本石に臓話に着目した認定方法となっています。そのために、原発性肺機能障害、心因性排尿機能障害など、認定される機能障害などと同様の 

症状でも認定されないことがあります。その実態と運用上の問題点があればお書きください。

)

(3)装具をつけない状態での認定について
現状では、視覚障害以外は、補装具をつけない状態で認定しています。その実態と運用上の問題点があれぱお書きください。

)

(4)日常生活能力の視点導入について
現状では、脳原性運動機能障害の認定等で日常生活能力の視点が導入されていますがヽ基本的には機能障害中心の障害認定が実施されています。その実 

態と運用上の問題点があればお書きください。

( )

(5)生活の不便さの視点導入について
現状では、免疫機能障害の認定基準に、生ものの節食制限等が取り入れられています。このような、社会的な環境要因を踏まえた認定について、その実態と 

運用上の問題点があればお書きください。

)

3.認定時期について

(1)手帳交付の際の診断書•意見書にもとづき再認定が必要とされた場合、再認定の手続きを実施していますか。

1. 実施している
2. 実施しないときもある

3. 実施していない □
2.3の場合 

の理由(

)

(2)医学等の進歩に伴い症状の改善が期待できる場合等に再認定を実施していますか。

1. 実施している
2. 実施しないときもある

3. 実施していない □
2.3の場合 

の理由(

)

(3)一定の期間毎の再認定を実施するとするとそれは可能ですか。

1. 可能
2. 不可能
3. わからない □

2.3の場合 

の理由(
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(4)症状固定の時期
高次脳機能障害、幼児、人工透析の場合など、認定時期が難しい場合がありますが、その実態と運用上の問題点があればお書きください。

)

(5)リハビリテーションの観点
遷延性意識障害などリハビリテーションの観点からは、症状固定を待つよりも早めに障害認定をしてベッドサイドからリハビリテーションを実施することが好まし 

い場合もあると思われます。これに関して実態と運用上の問題点があればお書きください。

( ^ )

4.その他

(1) 認定基準の見直しについて貴職が受けた要望にはどのようなものがありますが。それは、どこからの要望ですか。

( )

(2) 認定基準の見直しに対する貴職自身の要望にはどのようなものがありますか。

( )

(3)障害範囲の拡大について貴職が受けた要望にはどのようなものがありますか。それは、どこからの要望ですか。

(4)障害範囲の拡大について貴職自身の要望にはどのようなものがありますか。

( )

(5)手帳に有効期間を設けるとしたら、それに伴う運用上の問題点についての意見をお害きください。

)

(6)手帳の様式に関して意見があればお書きください。(例:障害名の記載方法等)

)

(刀障害等級のあり方に関して意見があればお書きください。(例:等級の必要性等)

( )

(8)更生と障害認定との関係について意見があればお書きください。(例:更生との関係が希薄等)

( )

(9)その他、認定基準全体の運用における諸問題、今後の障害認定のあり方等について貴職の意見をお聞かせください。

)

ありがとうございました。
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第4章障害認定にかかる論点の整理

本章では、これまでの身体障害者福祉法にかかわる歴史的考察、法律•制度からの考察 

およびアンケート調査結果から、今後の身体障害者福祉法の障害認定のとりくみについて、 

その方向付けに役立つことを目的として論点の整理を試みる。

1.障害認定の原則について

(1)更生(リハビリテーション)か保護かについて

身体障害者福祉法第一条において、「この法律は、身体障害者の自立と社会経済活動 

への参加を促進するため、身体障害者を援助し、及び必要に応じて保護し、もって身体 

障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。」とされているように、身体障害者福祉 

法の主要な目的はリハビリテーションであり、保護はそれを支える役割を与えられてい 

る。そのために、現状では、リハビリテーションを中心とした認定基準が設定されてい 

る〇例えば、老衰や末期がんなどは、リハビリテーションの可能性が低いとして、原則、 

障害認定されない。

しかし、この原則については、いくつかの整理が必要である。その第一は、リハビリ 

テーションという目的のための障害認定基準として必要十分なものであるかどうかで 

ある。肢体不自由の場合は、車椅子などの補装具の活用を想定した認定基準であるとも 

いえるが、このような例ばかりではなく、必ずしも、リハビリテーションを想定した認 

定基準になっていない場合もあろう。リハビリテーションの原則に立ち戻って、障害認 

定基準を検討することも考えられる。

第二には、職業リハビリテーションのありかたについてである。労働施策の発展によ 

り、身体障害者福祉法は、法律制定当時から考えれば、その守備範囲を縮小している。 

職業リハビリテーションからみれば、現状では、身体障害者福祉法の対象者は、一般就 

労を目指す身体障害者が、職業訓練を受けるまでの支援や福祉的保護下の就労を目指す 

者に対する職業リハビリテーションサービスが中心である。このような現状にあった障 

害認定も考えられる。たとえば、医学リハビリテーション重視の認定もあり得る。

第三は、保護の認定基準についてである。保護は、第一の目的ではないものの法の目 

的の一部である。この目的を実現するための認定基準があるのかということも検討する 

必要があろう。この場合、介護保険との関係を考慮する必要がある。介護保険の対象な 

る保護と身体障害者福祉法の対象となる保護は違うはずである。その点を整理し、それ 

に適合した認定基準の検討もあり得るだろう。

第四は、実際の運営についてである。上で述べたように、リハビリテーションを目的 

としているために老衰や末期がんなど原則対象としないとしているが、アンケート結果 

にもあるように、現実的に対象外とするのは、難しい側面がある。いくら年齢が高いと 

いっても、リハビリテーションの可能性がないとは、なかなか言えないのである。また、 

疾病が治癒しないとは誰も言えないのである。そのために、身体障害者手帳交付申請者 

の多くは、高齢者でしかもかなりの高齢の人も多いという実態が報告されている。

第五は、地方自治体との関係である。地方自治体の単独事業には、身体障害者手帳の 

38



等級を活用しているものも多い。その中には、身体障害者福祉法の目的を補うような制 

度もある。本末転倒かもしれないが、現状を認識するならば、それらの制度活用を前提 

とした障害認定も検討されてよいかもしれない。

第六は、リハビリテーションの意欲問題である。リハビリテーションをすることで障 

害が軽減した場合は、障害程度が軽くなるが、そのために、制度活用の範囲が狭められ 

ることになる。これは、当然といえば当然なのであるが、人間の心理として一度獲得し 

たものは、離したくないことから、せっかく努力して障害が軽くなったら損をしたとい 

うような意識をもっことが一般的である。このような心理的な抵抗をどう克服するかに 

ついても検討されてよいかもしれない。

(2) 臓器に着目した認定について

現状では、基本的に臓器に着目した認定方法となっている。そのために、同様の症状 

でも認定される場合とされない場合がある。例えば、アンケートにおいても指摘されて 

いたように、ぼうこう機能障害で高度の排尿機能障害があり、カテーテル留置していて 

も、ぼうこう自体の機能障害者ではないために、手帳が認定にならない例や、眼瞼下垂 

により、事実上見ることはできないが、視覚の機能ではないために認定外になるなどの 

例がある。また、この考え方は、医学モデルであり、社会環境との関係で生活のし難く 

さを勘案したホリステックな評価が必要であるとの意見もある。

しかし、一方で、身体的•社会的な制限の程度や症状に着目した障害認定を実施する 

と、社会的要因や生活動作•能力等を考慮する必要が生じるので、業務量や誰がどうや 

って実施するかいう具体的な方法論の問題も指摘されている。これらの点を含めて、臓 

器に着目した認定についてそのあり方について検討するとともに、具体的な認定方法を 

検討することもあり得ると考えられる。

(3) 装具をつけた状態での認定について

現状では、視覚障害以外は、補装具をつけない状態で認定している。しかし、補装具 

等の進歩により一律に装具をつけない状態での認定は時代に合わないこともある。アン 

ケートからは、日常生活上の困難さからみたペースメーカーの1級認定の見直しや、人 

工関節の認定基準の見直しも指摘されている。

また、逆に障害認定は、更生の入り口であることから、装具をつけない状態で実施す 

べきであるという意見もある。これももっともなことで、その障害の除去軽減をはかる 

ために更生医療や補装具を給付するという原則からいえば、最初は装具をつけない状態 

で認定する必要があろう。その後は、補装具などのサービスの提供に合わせて障害認定 

を繰り返すことも考えられるが、いつの時点で認定するのかということも困難が予想さ 

れる。たとえば、義足などが処方され訓練が終わった時点で認定するのか、少し慣れて 

から認定するのかという問題もある。また、義足が合わなくなってきたら再認定するの 

か、どのようなことが現実的かどうか検討の余地がある〇

(4) 日常生活活動の視点導入について

現状では、脳原性運動機能障害の認定に、この視点が導入されている。アンケート結 

果からみれば、原則的には、日常生活活動中心の認定は受け入れられているが、実際の 
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運用に関しては、頻繁な再認定が現実に行えるのかという心配や、左ききか右ききかで 

障害程度が異なるというような微妙な対応による業務負担増が心配されている。

(5) 生活の不便さの視点導入について

社会的な環境要因を踏まえた認定についての要望もある。現状でも、HIVについて 

は、生ものの摂取制限を認定基準で用いている。その他の障害でも同様に基準を設ける 

ことも考えられるが、アンケート結果からは、生活の不便さに加えてなんらかの客観的 

な基準の必要性をあげる例が多かった。

(6) 個別認定の導入

現状では、制限列挙方式により、あらかじめ障害範囲を限定している。障害種別を固 

定せずに、同程度の障害を個別に認定することも考えられる。アンケートからも、若い 

障害を受けた人をすべて障害認定できるような制度についての希望があった。また、遷 

延性意識障害、幼児の認定について個別の基準と運用が必要という指摘もあった。

2. 身体障害者の範囲について

(1)障害種別の拡大

アンケートから、肝機能障害、顔面麻痺、高次脳機能障害、ナルコレプシー〔睡眠障 

害)、味覚障害、胃全摘出により経管栄養を行い日常生活制限や医療費の負担が大きい 

者、膵臓、外反母趾、糖尿病、血液疾患、眼瞼下垂、潰瘍性大腸炎による大腸機能障害、 

色覚、胃、食道、臭覚、首の機能障害が障害種別の拡大に関して要望があった。一方で、 

拡大についての問題点や拡大は不要であるという指摘もあった。次の障害別障害範囲の 

拡大も同じであるが、これらについては、障害認定の原則から導かれる必要があり、ま 

ず、それを検討し、その後にこのテーマについて検討することが妥当であると思われる。

(2 )障害別障害範囲の拡大

アンケート結果からは、「著しい」尿失禁状態、脊髄損傷や脳血管障害による排尿機 

能障害および排便機能障害、手指切断の範囲拡大、呼吸器機能障害の基準緩和に対する 

要望があった。

3. 認定時期について

(1)再認定のありかた

再認定の実施については、アンケートからは、有効期間経過後の手帳を無効にする方 

法、返還方法、再認定を受けない者についての対応をどのようするかの事務的問題が多 

く指摘された。また、これに伴う事務作業量とコストの増大と、医療費助成、老人保健 

法2 5条の認定、医療機関の窓口等での混乱、有効期間内に日常生活用具など給付を受 

けようとするための給付量の増加、障害者自身の診断書料等の経済的負担、時間的負担 

など多くの問題点が指摘された。

さらに、障害固定の原則から考えれば、再認定は原則を否定するものであるという考 

えや、身体障害者福祉法第15条指定医師の業務増、手帳交付事務の増大に伴う研修体 

制の整備なども指摘された。
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再認定に関しては、かなりの検討が必要と考えられる。

（2） 症状固定の時期

認定時期を6カ月待つこと等を指示している場合があるが、医療技術の進歩により身 

体障害者が予測される場合は、より柔軟な対応も検討することが考えられる。アンケー 

ト調査からは、実際には、柔軟な運用がなされており、症状固定についての問題はない 

ようである。

（3） 早期の認定

リハビリテーションの観点からは、「永久に残ることが予想される範囲で障害を認定 

する」べきで、ベッドサイドからリハビリテーションを実施することが好ましい場合も 

考えられる。このような認定を実現できる方法を検討することも必要であろう。アンケ 

ートでも、同趣旨の指摘がなされている。

4 .障害程度等級について

（1） 程度等級の障害間の調整

現状では、日常生活活動制限（1,2級）、家庭生活活動制限（3, 4級）、社会生活 

活動制限（5, 6級）の基準にもとづき等級を決定している。障害を横断的にみて不合 

理なものがあれば調整も考えられる。

アンケート結果からは、特に指摘はなかったが、この点について、これまで、あまり検 

討されてこなかったので、例えば、ICFの活用の研究が進めば、その成果を適用でき 

る可能性はあると考えられる。

（2） 各障害における等級の検討

アンケート結果からは、両上（下）肢全廃（1級）、両上（下）肢の著しい障害（2 
級）、両上（下）肢の軽度の障害（6級）において、2級と6級との差がありすぎる、 

ー上肢の著障（3級）と軽障（7級），一下肢の著障（4級）と軽障（7級）との間に 

等級格差が大きすぎる、肢体不自由7級は不要となどの意見があった。特に肢体不自由 

については、診断書•意見書に総合等級の記載があるのみという場合が多く、医師も当 

該者の状態を全体ひっくるめて総合的に等級を判断していることが多い。そのため、等 

級表上の個別等級での指数計算との間に矛盾が生じているという指摘があった。

また、日常生活用具等における福祉行政サービスにおいて1・2級と3級以下の区分 

け以外では顕著な差別化がなく、また、補装具の義肢等は判定による個別対応もあるこ 

とから、手帳等級による詳細な程度の必要性に疑問があるという意見もあった。これに 

ついては、1級と2級など，実際に使える制度にほとんど差がないものもあるので,障 

害毎には指数のみで等級を定めず，総合等級で3〜4段階にすることも研究の余地があ 

ると思うという意見もあった。

さらに、一般的には「1級二重度=ねたきり」というイメーシヽ、が強く、ペースメーカー 

を入れているが、普通に生活している人が1級というのが、なかなか理解してもらえな 

いという指摘もあった。

（3） 等級の必要性
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当初、障害程度により援護の手段が異なることから、同一程度の障害に対して均等な 

サービスを提供することを目的として等級が作成されたが、現状では、身体障害者福祉 

法よりも税金の減免や地方自治体の身体障害者サービスなど周辺のサービスにおいて 

活用されている面が強い。そのため等級不要論もある。

アンケート結果からは、現在の福祉サービスは身体障害者手帳の等級を基準にしてお 

り、廃止は困難である、現状では財源等の問題から障害等級は必要、障害等級のみで福 

祉制度の適用、不適用を判断するので、等級は必要不可欠、一つの目安として、例えば 

窓口では肢体障害の等級を見ればだいたいの身体状況が想定できるため、相談にのりゃ 

すい、日常生活用具では各障害の等級に応じて品目が定められ、便利な仕組みである、 

福祉施策の実施においては、その障害の部位、内容、及び障害等級により、施策の該当 

範囲やサービス量•金額等の差異を定めており、等級の設定は必要であると思われると 

いうようにほとんど等級の必要性を述べていた。

5.その他

(1) 医学の進歩に伴った細やかな改正

アンケートにもあったが、医学の進歩などにより、現状で指示されている検査方法の 

検討や診断書書式の変更も期待されている。また、指定医について、運転免許更新のよ 

うな最新の認定基準を理解するための資格更新の機会を与えるべきという指摘もある。

(2) 認定担当者について

アンケートによれば、認定基準を独自で解釈している部分も多く、たとえ間違った解 

釈をしていてもそれに気づきにくいので、認定についての担当者の研修会が欲しいとい 

う研修会の開催の必要性も指摘されていた。また、認定基準を知っていても、医学知識 

がない限り適切な審査は難しいため、OT-PT-Nsなどが複数で審査にあたる体制を義務 

付ける必要があること、また、肢体不自由の指定医師については、診断等級の判定が幅 

広く、等級認定についても差が生じやすいため、差を縮めるために国立身体障害者リハ 

ビリテーションセンター学院で開催されている研修以外の研修が必要という指摘があ 

った。このような担当者の研イ彥などのとりくみの検討も考えられる。

(3) 認定基準について

アンケートでは、独自の障害認定基準を定める自治体があったり、各自治体の社会福 

祉審議会によって、同じような症例を障害認定したりしなかったりすることがあるので、 

障害認定を受ける当事者や、障害を認定し福祉サービスを提供する自治体が戸惑うこと 

がある。また、医療の進歩に沿うよう、また社会福祉審議会に諮問することが極力無い 

ように障害認定をしていく必要があり、そのため、認定基準が必要だと考えるという意 

見があった。

(4) 認定業務軽減について

アンケートで、近年改正された「ぼうこう•直腸障害」にかかる診断書のようにチェ 

ックボックス等があれば、認定業務が軽減されるとの指摘があった。このような認定業 

務軽減についての取組みも考えられる。
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